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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第４期より連結財務諸表を作成しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第４期については、新株予約権、新株引受権及び転換社

債の残高がありますが、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載してお

りません。 

４ 平成16年２月４日(第５期)に株式の店頭公開を行なったため、第４期の株価収益率は記載しておりません。

     ５ 第４期から「一株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計

      基準第２号)及び「一株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９

      月25日企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

  

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） － 7,302,885 12,507,486 14,060,788 22,215,238

経常利益 （千円） － 403,225 828,717 1,256,916 1,915,401

当期純利益 （千円） － 214,592 465,188 714,210 1,045,457

純資産額 （千円） － 451,968 1,750,929 2,432,703 5,808,399

総資産額 （千円） － 7,194,368 10,884,615 14,902,910 22,976,558

１株当たり純資産額 （円） － 322,144.28 126,521.38 57,352.09 22,761.08 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） － 168,957.30 55,477.39 17,145.66 4,340.41 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － 53,561.11 16,845.77 4,268.67 

自己資本比率 （％） － 6.3 16.1 16.3 25.3 

自己資本利益率 （％） － 64.4 42.2 34.1 25.4 

株価収益率 （倍） － － 10.8 4.5 24.4 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 1,274,729 724,168 △678,541 2,993,761

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △34,910 △102,201 △33,305 △580,128

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 140,370 2,166,808 1,715,984 3,218,835

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － 2,253,529 5,042,305 6,046,442 11,678,911

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
（名） 

－ 

(－) 

50 

(－) 

62 

(－) 

78 

(21) 

122 

(52) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第３期において、持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載を省略しておりま

す。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第３期については、新株引受権及び転換社債の残高

がありますが、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりませ

ん。また、第４期については、新株予約権、新株引受権及び転換社債の残高がありますが、当社株式は非上

場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４ 第４期から「一株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「一株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 平成16年２月４日（第５期）に株式の店頭公開を行なったため、第３期及び第４期の株価収益率は記載して

おりません。 

６ 第６期の１株当たり配当額については、普通配当3,500円のほか、平成16年12月28日付にて東京証券取引所

市場第二部に上場したことに伴う記念配当500円が含まれております。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 2,562,011 7,302,885 12,493,440 13,954,035 21,974,102 

経常利益 （千円） 74,125 406,239 851,308 1,278,451 2,027,530 

当期純利益 （千円） 38,844 217,671 479,028 740,561 1,164,533 

資本金 （千円） 74,500 111,520 514,560 522,560 1,772,602 

発行済株式総数 （株） 1,235 1,403 13,839 42,417 255,191 

純資産額 （千円） 214,335 455,047 1,767,847 2,475,973 5,970,745 

総資産額 （千円） 4,780,681 7,196,686 10,890,478 14,928,156 23,026,698 

１株当たり純資産額 （円） 173,551.22 324,338.75 127,743.91 58,372.19 23,397.25 

１株当たり配当額 （円） － － 3,500.00 4,000.00 920.00 

（１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 38,666.16 171,381.39 57,127.88 17,778.26 4,834.78 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － 55,154.60 17,467.29 4,754.86 

自己資本比率 （％） 4.5 6.3 16.2 16.6 25.9 

自己資本利益率 （％） 25.1 65.0 43.1 34.9 27.6 

株価収益率 （倍） － － 10.5 4.4 21.9 

配当性向 （％） － － 10.1 22.5 19.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △1,821,851 － － － － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △6,635 － － － － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 2,525,341 － － － － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 873,339 － － － － 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数） 
（名） 

41 

(－) 

49 

(－) 

56 

(－) 

67 

(1) 

87 

          (－)



２【沿革】 

平成11年７月 資本金20,000千円でリビングクリエイト株式会社を設立（本社東京都新宿区） 

平成11年８月 宅地建物取引業免許（東京都知事）を取得 

平成11年９月 一級建築士事務所登録（東京都知事） 

平成11年10月 販売代理業務を開始 

平成12年９月 本社を東京都渋谷区桜丘町に移転、社名をシーズクリエイト株式会社に変更 

平成13年４月 一般建設業（建築工事業）の免許を取得 

平成13年５月 自社ブランドマンションの分譲事業を開始、「シーズガーデン」シリーズ第１号として「シーズガ

ーデン国立」を発売 

平成13年６月 新たな自社ブランド「シーズスクエア」シリーズ第１号として「シーズスクエア菊川」を発売 

平成13年８月 特定建設業（建築工事業）の免許（東京都知事）を取得 

平成14年５月 宅地建物取引業者免許（国土交通大臣）を取得 

  分譲マンションの管理事業を主目的として、100％子会社「シーズコミュニティ株式会社」を設立 

平成14年11月 一般不動産投資顧問業登録 

平成14年12月 武蔵野エリア初のオール電化（環境共生型）マンション「シーズガーデン国分寺」を発売 

平成15年３月 環境マネジメントシステム国際規格である、ISO14001を本社にて取得 

平成15年６月 不動産特定共同事業許可取得（金融庁長官・国土交通大臣） 

平成15年７月 新たな自社ブランド「シーズクロノス」シリーズ第１号として「シーズクロノス新宿戸山」を発売

  介護事業を主目的として、100％子会社「シーズライフケア株式会社」を設立 

平成15年８月 シーズライフケア株式会社の訪問介護事業所として、東京都大田区に「ライフケア大田」開設 

平成16年２月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録 

平成16年３月 資本金を514,560千円に増資 

平成16年10月 シーズライフケア株式会社の第２号の訪問介護事業所として、東京都世田谷区に「ライフケア世田

谷」を開設 

平成16年12月 東京証券取引所市場第二部へ上場 

平成17年２月 資本金を522,560千円に増資 

  サテライト戦略物件第１号「シーズガーデン甲府丸の内」を発売 

平成17年３月 当社初の不動産流動化事業として、「祐天寺プロジェクト」の事業化に着手 

平成17年８月 資本金を1,772,602,015円に増資 

平成17年10月 シーズライフケア株式会社の第３号の訪問介護事業所として、東京都新宿区に「ライフケア新宿」

を開設 

  シーズライフケア株式会社にて、千葉県柏市に特定有料老人ホーム「シーハーツ柏」を開業 

平成17年11月 本社を東京都渋谷区神宮前に移転 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び子会社２社で構成され、マンション分譲事業、マンション管理事業、訪問介護事業及び介

護付有料老人ホームの運営を主たる事業目的として事業活動を展開しております。また、不動産流通事業、リフォーム

事業は順調に拡大し業績に寄与しております。さらに当連結会計年度において不動産流動化事業の開発が具体化してお

り、祐天寺及び上石神井において賃貸共同住宅建設事業が進行中であります。 

 当社グループの事業の位置付けと相互の関連は次のとおりであります。なお、当社グループのうち、子会社２社の事

業は業歴が浅く、事業の規模も僅少でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しております。ただ

し、これら２社の事業は、当社グループの重要な事業と考えておりますので、連結子会社として記載しております。 

（マンション分譲事業） 

 当社グループの主力事業として自社開発の「環境共生型マンション」である、「シーズガーデン」「シーズスクエ

ア」及び「シーズクロノス」の３ブランドによるマンション分譲事業を行っております。これまで「人に、地球に、未

来にやさしい都市空間の創造」をコンセプトに、環境、健康、安全に配慮した住空間を提供してまいりましたが、さら

にそのコンセプトを発展させた考えとして、「心に、体に、地球にやさしい住宅の創造」を新たに掲げ、未来永続的に

地球環境資源を守りつつ、事業展開を行っていきたいという当社グループの思想信条を積極的に推進してまいりたいと

考えております。 

（その他事業） 

 平成14年５月設立のシーズコミュニティ㈱は、当社分譲マンションの管理業務を行っております。この他損保代理店

業務、引越斡旋業務、ハウスクリーニング等生活関連業務について多角的な業務展開を行っております。 

 平成15年７月設立のシーズライフケア㈱は、訪問介護事業を行っております。すでに東京都大田区と世田谷区及び新

宿区において訪問介護事業所を運営しおり、さらにこうした訪問介護のノウハウの蓄積をもって千葉県柏市に特定有料

老人ホーム「シーハーツ柏」を開設し運営しております。 

 事業の系統図は次のとおりです。 

 （注） シーズコミュニティ株式会社及びシーズライフケア株式会社は当社の連結子会社であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注） シーズライフケア株式会社は、平成17年６月28日に2,000株、発行総額100,000千円（資本組入額50,000千円）

及び平成18年３月23日に5,000株、発行総額250,000千円(資本組入額125,000千円)の増資を行っております。

また同社は特定子会社であります。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） １ 従業員数は就業人員であります。また、（ ）書きは平均臨時雇用者数であり外書きであります。 

     ２ 当連結会計年度において、主としてマンション分譲事業の業容拡大と有料老人ホーム「シーハーツ柏」の開

 業により従業員数は44名増加しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。また、（ ）書きは平均臨時雇用者数であり外書きであります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 現在、当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はあ

りません。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有又は
被所有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

シーズコミュニティ㈱ 東京都渋谷区 40,000 マンション管理事業 100 

当社分譲マンショ

ンの管理をしてお

ります。また、当

社より本社事務所

の貸与を受けてお

ります。 

役員兼任５名。 

（連結子会社）           

シーズライフケア㈱ 東京都渋谷区 235,000 
訪問介護、高齢者住

宅の運営 
100 

当社より本社事務

所の貸与を受けて

おります。 

役員兼任４名。 

  （平成18年３月31日現在）

区分 従業員数（名） 

マンション分譲事業   87(－) 

その他事業   35(52) 

合計  122(52) 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

87(－) 31.8 3.0 5,746,273 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、一昨年秋からの景気回復傾向が継続する中で、昨年秋から「踊り場」

局面を脱却、好調な設備投資と底堅い個人消費によって再び景気が上昇し始めております。IT分野の在庫調整が完

全に終了したこと、デジタル家電や自動車を中心として国内需要が旺盛だったことなどから好調な企業業績が予想

されております。原油など原材料高や金利の先高懸念という停滞材料はあるものの景気の回復、上昇傾向は継続す

るものと思われます。 

 不動産業界におきましては、堅調なオフィス需要や一般の住宅の都心回帰を背景として地価の下げ止まり感がさ

らに広がっており、東京圏の商業地は15年ぶりに上昇に転じております。特に東京都では住宅地を含めた全用途で

上昇いたしました(2006年１月１日時点の公示地価、国土交通省)。 

 平成17年（１月～12月）の首都圏マンションの供給戸数は84,243戸(前年比1.4％減)となりました。都心部での

地価の上昇、日銀の量的緩和解除に伴う住宅ローン金利の先高感、さらに分譲各社が発売時期を調整する傾向など

により都区部で大幅に減少したものの、都下や周辺近県では大きく発売戸数を伸ばしております。また、初月契約

率は月間平均82％と依然高水準を維持しており、販売在庫数も1979年以来の５千戸台と低水準となっております

(不動産経済研究所)。 

 こうした事業環境の中、当社は顧客第一主義をモットーとし、「人に、地球に、未来にやさしい都市空間の創

造」をコンセプトに、環境に配慮した住空間の提供を心がけてまいりました。具体的にはオール電化、太陽光発

電、省エネエコ給湯、屋上緑化を標準装備とし、環境、健康、安全を追求した、最先端仕様の「環境共生型マンシ

ョン」を供給してまいりました。こうした次世代対応装備を徹底して取り込んだマンションづくりによって、広く

顧客の信頼を得ることができ、平成16年２月４日ジャスダック市場に株式を公開、さらに同年12月28日、東京証券

取引所二部に上場を果たすことができました。主力のマンション分譲事業は好調に推移、リフォーム事業、不動産

流通事業、不動産流動化事業、マンション管理事業も計画どおり拡大しております。また、訪問介護事業は現在都

内３ヶ所の事業所を運営しており、さらに高齢者住宅事業は千葉県柏市においてスタートいたしました。 

 この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は22,215,238千円（前期比58.0％増）、経常利益は

1,915,401千円（前期比52.4％増）、当期純利益は1,045,457千円（前期比46.4％増）を計上し、増収増益となりま

した。 

 事業部門ごとの業績を示すと、次のとおりであります。 

  マンション分譲事業におきましては、「シーズガーデン聖蹟桜ヶ丘」「シーズガーデン甲府丸の内」「シーズガ

ーデン大和」「シーズガーデン飯能」など14物件を竣工、総戸数639戸全戸を完売し、マンション分譲事業開始以

来５期連続で完成在庫ゼロを達成いたしました。その結果マンション分譲売上高は21,401,895千円（前期比56.8％

増）となりました。 

   その他事業におきましては、設計変更工事、オプション工事、リフォーム工事、ローン事務代行手数料、マン 

ション管理事業、訪問介護事業及び高齢者住宅事業その他の事業が順調に拡大いたしました。その結果、その他 

事業売上高は813,343千円（前期比95.9％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により2,993,761千円増加し、投資活動

により580,128千円減少し、財務活動により3,218,835千円増加いたしました。この結果現金及び現金同等物は

5,632,468千円の増加となり、期末残高は11,678,911千円（前期比93.2％増）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの内容につきましては、７「財政状態及び経営成

績の分析」(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 ②キャッシュ・フローの状況に記載しております。

科目 
前連結会計年度 
（千円） 

当連結会計年度 
（千円） 

前年同期比 
（千円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー △678,541 2,993,761 3,672,302 

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,305 △580,128 △546,822 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,715,984 3,218,835 1,502,851 

現金及び現金同等物の増加額 1,004,137 5,632,468 4,628,331 

現金及び現金同等物の期末残高 6,046,442 11,678,911 5,632,468 



２【契約高及び販売の状況】 

(1）契約状況 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の分譲マンション事業の契約実績及び契約繰越残高は次のとおりでありま

す。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は販売価額によっております。 

(2）販売実績 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度におけるマンション分譲事業の販売実績の内訳は以下のとおりでありま

す。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

契約高 契約繰越残高 契約高 契約繰越残高 

戸数 
（戸） 

金額 
（千円） 

前年同
期比 
（％） 

戸数 
（戸） 

金額 
（千円） 

前年同
期比 
（％） 

戸数 
（戸） 

金額 
（千円） 

前年同
期比 
（％） 

戸数 
（戸） 

金額 
（千円） 

前年同
期比 
（％） 

マンシ

ョン分

譲 

487 18,441,488 132.3 286 9,918,161 193.6 527 16,501,224 89.5 174 5,017,490 50.6 

区分 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

戸数（戸） 金額（千円）
前年同期比 
（％） 

戸数（戸） 金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

マンション分譲事業 351 13,645,525 110.7 639 21,401,895 156.8 

その他 － 415,263 227.6 － 813,343 195.9 

合計 351 14,060,788 112.4 639 22,215,238 158.0 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

物件名 
金額 
（千円） 

販売戸数 
（戸） 

物件名 
金額 
（千円） 

販売戸数 
（戸） 

シーズガーデン上大岡 1,196,310 37  シーズガーデン聖蹟桜ヶ丘 1,177,190 31 

シーズガーデン行徳 1,079,340 32  シーズガーデン練馬 1,153,050 27 

シーズガーデン多摩川 1,123,689 32  シーズガーデン鎌倉 1,250,800 36 

シーズガーデン一之江 1,681,713 49  シーズガーデン府中多摩川 2,030,176 53 

シーズガーデン浅草 1,114,695 36  シーズガーデン戸越公園 1,090,424 26 

シーズガーデン石神井公園 1,223,665 35  シーズガーデン日吉 1,708,880 57 

シーズガーデン新江古田 1,337,797 30  シーズスクエア聖蹟桜ヶ丘 1,065,905 25 

シーズガーデン武蔵境 2,561,316 47  シーズガーデン多摩永山 2,033,298 57 

シーズガーデン池上 2,327,000 53  シーズガーデン甲府丸の内 1,576,875 56 

       シーズガーデン北綾瀬 1,496,667 41 

       シーズガーデン飯能 1,120,107 38 

       シーズガーデン長野 1,503,436 50 

       シーズガーデン湘南平塚 1,654,157 54 

       シーズガーデン大和 2,540,930 88 

合計 13,645,525 351 合計 21,401,895 639 



３【対処すべき課題】 

 次期の見通しといたしましては、平成18年３月期の企業業績の好調が見込まれること、企業の雇用状況がさらに改

善され、個人消費が底堅い状況から、国内景気はさらに持続するものと予想されます。一部に国内金利の先高感や原

油価格をはじめとする原材料価格の上昇などの懸念材料はありますが、景気の持続的上昇基調は変わらないものと考

えられます。 

 不動産業界におきましては、首都圏分譲マンションの供給が引続き高水準を維持しつつ、都区部の地価上昇の影響

により販売時期や販売手法等を選別調整する一方、比較的地価の安定した周辺近県や関東圏に物件供給が拡散する傾

向が予想されます。金利先高が予想される中、平成18年の供給戸数は、85,000戸程度と依然高水準の見込(前年比

0.9％増、不動産経済研究所)です。首都圏の販売在庫数は５千戸台の低水準ではあるものの、環境配慮、省エネ仕様

等快適な生活環境かどうか物件選別の目が厳しくなり二極化が進むものと認識しております。 

 このような状況の中で、当社グループでは、①当社マンションブランドの向上②仕入コストの厳正化③マンション

設備の高付加価値化④財務体質の強化⑤不動産流動化及び高齢者マンションなど住宅関連事業の具体化の５つの課題

に取組んでまいりますが、これまで提唱し広くお客様にご支持を得てまいりました「人に、地球に、未来にやさしい

都市空間の創造」という企業コンセプトをさらに進化、発展させた、「心に、体に、地球にやさしい、住まいづく

り」を当社の思想としてとらえ、具体化したいと考えております。 

 具体的な企業グループの事業展開といたしましては、マンション管理事業は当連結会計年度において累積損失を一

掃、さらに快適なマンションライフをサポートできる多種多様なサービスを提供してまいります。また、介護事業に

おきましては、これまで大田、世田谷、新宿での店舗展開を行っており、着実に訪問、居宅介護のノウハウを充実し

て顧客拡大をめざしております。さらに高齢者住宅事業として千葉県柏市に特定有料老人ホーム「シーハーツ柏」を

オープンし、お客様のご入居も開始しております。さらに平成19年３月期には千葉県松戸市に「シーハーツ松戸」を

開設する予定でございます。不動産流動化事業は平成19年３月期に祐天寺及び上石神井の２物件が竣工し業績に寄与

する予定であります。 

 このように、当社グループにおきましては、主力のマンション事業を中心としてお客様の快適生活に寄与できる高

付加価値マンションを提供して永続的な発展を図ってまいります。さらに関連グループの総力を生かして広くお客様

の安心と満足を得られる企業体となり、株主、顧客、取引先、地域コミュニティ及び社員一同の期待に誠心誠意お応

えできるよう努力してまいります。 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しており

ます。 

 また、必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、投資家の投資判断上重要と考えられる事項につい

ては、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、文中の将来に関する事項は、有価証券

報告書提出日現在において判断したものであります。 

 当社グループはこれらのリスク発生を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります

が、当社グループに対する投資判断は、以下に記載した事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる

必要があります。また、以下の記載は、当社グループの事業に関するリスクを完全に網羅するものではありませんの

でご注意ください。 



(1）過去の財政状態及び経営成績 

 当社グループの過去の業績等の推移は次の表のとおりであります。第３期から自社開発マンションの販売を開始

したことから、売上高に対する有利子負債比率が高くなっております。ただし、借入金はプロジェクト資金のうち

土地代相当額のみに限定しており、物件竣工と同時に返済することを基本方針としております。キャッシュ・フロ

ー重視の観点から引き続き有利子負債の圧縮に努めてまいりますが、借入依存率が高いため金利水準の変動によっ

て財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期から連結財務諸表を作成しております。 

３ 第３期以降の支払利息には、社債利息の金額が含まれております。 

４ 長期プライムレート及び住宅金融公庫基準金利につきましては、期末値を使用しております。 

回次    第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月    平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

Ａ．連結経営指標             

売上高 （千円） － 7,302,885 12,507,486 14,060,788 22,215,238 

うち、マンション分譲売上高   － 7,110,976 12,325,065 13,645,525 21,401,895 

販売戸数 （戸） － 223 376 351 639 

経常利益 （千円） － 403,225 828,717 1,256,916 1,915,401 

当期純利益 （千円） － 214,592 465,188 714,210 1,045,457 

支払利息 （千円） － 99,398 171,421 135,746 137,781 

契約金額 （千円） － 8,714,010 13,942,703 18,441,488 16,501,224 

契約戸数 （戸） － 261 422 487 527 

総資産 （千円） － 7,194,368 10,884,615 14,902,910 22,976,558 

仕掛販売用不動産 （千円） － 3,909,442 4,719,866 7,691,268 9,168,587 

販売用不動産残高 （千円） － － － － － 

有利子負債残高 （千円） － 3,050,030 4,444,000 6,243,000 7,175,000 

Ｂ．提出会社経営指標             

売上高 （千円） 2,562,011 7,302,885 12,493,440 13,954,035 21,974,102 

うち、マンション分譲売上高   2,281,120 7,110,976 12,325,065 13,645,525 21,401,895 

販売戸数 （戸） 63 223 376 351 639 

経常利益 （千円） 74,125 406,239 851,308 1,278,451 2,027,530 

当期純利益 （千円） 38,844 217,671 479,028 740,561 1,164,533 

支払利息 （千円） 47,324 99,398 171,421 135,746 137,781 

契約金額 （千円） 4,182,646 8,714,010 13,942,703 18,441,488 16,501,224 

契約戸数 （戸） 129 261 422 487 527 

総資産 （千円） 4,780,681 7,196,686 10,890,478 14,928,156 23,026,698 

仕掛販売用不動産残高 （千円） 2,110,108 3,909,442 4,719,866 7,691,268 9,168,587 

販売用不動産残高 （千円） － － － － － 

有利子負債残高 （千円） 2,918,790 3,050,030 4,444,000 6,243,000 7,175,000 

長期プライムレート ％ 2.30 1.50 1.65 1.65 2.10 

住宅金融公庫基準金利 ％ 2.75 2.20 2.60 3.00 3.41 



(2）上半期と下半期の業績変動について 

 当社グループの売上高は、上半期に比べて下半期に集中するため、同一年度内においても業績に偏りが生ずる場

合があります。これは当社マンションの顧客への引渡しが新学期、就職、転新任等前の春先に集中する傾向がある

ためです。 

 マンション分譲による売上は、契約成立後顧客への引渡し時に計上するために業績に偏りが生ずるものです。こ

のため、仮にマンション建築工事が何らかの影響により遅れる事態が生じた場合、引渡時期が翌期にずれ込む等に

より、経営成績が変動する可能性があります。 

 過去の当社グループの上半期及び下半期の業績と構成比は下記のとおりであります。 

 （注）１ 記載金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 構成比は、年間合計に対する構成比（％）を表しております。 

  第６期（平成17年３月期） 第７期（平成18年３月期） 

  上半期 下半期 上半期 下半期 

  金額 
（千円） 構成比 金額 

（千円） 構成比 金額 
（千円） 構成比 金額 

（千円） 構成比 

売上高 3,511,298 25.0 10,549,489 75.0 5,166,883 23.3 17,048,355 76.7

うち、マンション分譲売上高 3,399,339 24.9 10,246,186 75.1 4,904,778 22.9 16,497,117 77.1

販売戸数（戸） 101 28.8 250 71.2 129 20.2 510 79.8

営業利益 85,639 5.9 1,355,135 94.1 164,458 7.8 1,946,094 92.2

経常利益 21,646 1.7 1,235,269 98.3 75,171 3.9 1,840,230 96.1



(3）主要な事業の前提に係るリスク 

 当社は、不動産業者として宅地建物取引業法第３条１項及び第６条に基づき宅地建物取引業者免許証（免許番号

国土交通大臣（1）第6291号）の交付を受け、マンション分譲事業を営んでおります。 

 不動産業については、宅地建物取引業法第３条第２項の規定により、免許の有効期間は５年間と定められてお

り、当社の免許の有効期間は平成14年５月30日から平成19年５月29日までとなっております。 

 現時点において当社はこれらの免許の取消または更新欠落の事由に該当する事項はありません。 

 しかしながら、将来何らかの事由により免許の取消等があった場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたす

とともに業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ① 耐震強度偽装問題への関与について 

 平成17年11月に発覚いたしました「耐震強度偽装問題」につきまして、当社はこれまでの竣工及び着工物件全44

棟1,778戸におきましては、耐震強度偽装に関与したと国土交通省が特定した姉歯元建築士、木村建設株式会社、

株式会社ヒューザー、平成設計株式会社、株式会社総合経営研究所をはじめとする偽装関与業者との取引は一切な

く、当社分譲マンションの耐震強度につきましては問題ありません。 

  

 ② 構造計算書の確認について 

 当社は、「耐震強度偽装問題」をうけてこれまでの竣工及び着工物件全44棟1,778戸において構造計算書の再確

認を行いました。確認方法としましては、当社が依頼しております各物件の設計事務所及び構造事務所に対し、構

造設計上の安全確認を行い、全ての設計事務所及び構造事務所より、構造設計上安全な建物であることを書面にて

受領致しました。 

 次に、二重チェックとして当社が依頼している、住宅性能表示制度評価機関である富士建築コンサルティング株

式会社に対して構造設計内容調査を依頼し、全44棟において構造設計上の安全を確認した旨を書面にて回答いただ

いております。 

 さらに、三重チェックとして今回の「耐震強度偽装問題」において、偽造を看過したとして報道されております

指定確認検査機関にて建築確認を受けている物件につきましては、建築確認の信頼性を充実させる目的で、また富

士建築コンサルティング株式会社にて住宅性能評価を取得し、更に同社に構造設計内容の再調査を依頼した物件に

つきましては、調査自体に牽制作用を持たせる目的で、いずれも第三者機関である社団法人日本建築構造技術者協

会若しくは、その会員である株式会社カトウ建築事務所等に構造計算書のチェックを依頼し、この度「構造計算書

等に故意に改ざん、偽装等の不正が見受けられず、数値の一貫性が有り通常である」との見解をいただいておりま

す。 

 以上のことから、全棟における構造チェックを終了し、安全な建物であることが確認でき、全44棟が安全である

ことを確認しております。 

  

 ③ 今後の対応について 

 当社にて開発を行う全物件につきましては、指定確認検査機関と指定住宅性能表示制度評価機関を異なる指定機

関に依頼し、二重のチェックを行うとともに、既に登録済みであります財団法人住宅性能保証機構のチェックを新

たに加え、第三者機関におけるチェック体制の強化を図ってまいります。 

 さらに、当社内に平成18年４月１日付で構造設計課を新設しており、設計から竣工にいたる各段階における内部

検査体制の充実に努め、当社商品における安全性をより高めてまいります。 

  

 ④ 法規制等のリスクについて 

 当社は、現時点における法令・諸規則等に従って業務を遂行しておりますが、今回の「耐震強度偽装問題」によ

り国土交通省にて議論されております建築基準法等の関係法規の改正が行われる可能性があり、改正が行われた場

合、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4）個人情報について 

 当社グループは、マンション等の販売、管理に関し多くのお客様の個人情報をお預かりしております。これらの

情報の管理については、全役職員より「秘密保持に関する誓約書」の提出を求め、その内容の徹底を図っておりま

す。しかし、万一個人情報が漏洩した場合には、社会的信用の低下などにより、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約先 契約内容 契約期間 

東京電力株式会社 

オール電化住宅の企画・販売に関する業務提携 

電化住宅に関する情報提供 

シンボルマーク等の使用 

オール電化住宅の販売協力 

平成17年11月28日から 

平成18年11月27日まで 

松下電工株式会社 

ユアサヒラノ株式会社 

電化住宅におけるCO２ヒートポンプ給湯機の販売及び開発に

ついての業務提携 

環境共生型電化住宅に採用のCO２ヒートポンプ給湯機におい

て顧客ニーズの把握、採用機器の改良、販売及び開発 

商標ロゴマークの使用 

電化住宅の販売協力 

商品情報の提供 

平成17年11月27日から 

平成18年11月26日まで 

タカラスタンダード株式会

社 

東芝コンシューママーケテ

ィング株式会社 

電化住宅の開発におけるシステムキッチン及びIHクッキング

ヒーターの販売についての業務提携 

環境共生型電化住宅に採用のシステムキッチン及びIHクッキ

ングヒーターにおいて顧客ニーズの把握及び採用機器の改良 

新商品情報の提供 

電化住宅の販売協力 

平成17年11月28日から 

平成18年11月27日まで 

三菱電機ビルテクノサービ

ス株式会社 

トーコービルシステム株式

会社 

次世代型電化住宅における昇降機の販売及び開発についての

業務提携 

次世代型電化住宅の昇降機において、顧客ニーズの把握、採

用機器の改良 

電化住宅の販売協力 

昇降機に関する新製品の情報提供 

平成17年11月28日から 

平成18年11月27日まで 

綜合警備保障株式会社 

次世代型電化住宅の販売及び開発についての業務提携 

次世代型電化住宅において、顧客ニーズの把握、採用機器の

改良及びセキュリティの強化 

電化住宅の販売協力 

商標ロゴマークの使用 

次世代型電化住宅及びセキュリティに関する情報提供 

平成17年11月27日から 

平成18年11月26日まで 

パシフィックマネジメント

株式会社 

開発型賃貸マンションの売買及び開発型ファンドの組成に関

する業務提携 

平成17年12月24日から 

平成18年12月23日まで 

株式会社大起エンゼルヘル

プ 

下記に掲げる事業において用地選定・建設・販売から運営に

至るまでの情報、ノウハウの提供及び運営協力 

①有料老人ホーム、グループホームなどの事業 

②訪問介護などの在宅サービス事業 

③その他の関連事業 

平成17年12月29日から 

平成18年12月28日まで 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成につきましては、当社経営陣は、たな卸資産、重要な引当金、法人税等、財務

活動及び偶発事象等に関する見積り及び判断に関して、評価をしております。過去の実績、状況に応じて的確な見

積り及び判断を行っており、その結果は、他の方法では判定が困難な資産、負債の帳簿価額及び収入、費用の報告

数値についての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があり、これらの見積りと異なる場

合があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度における売上高は、主たる事業のマンション分譲事業及び設計変更工事、オプション工事、マン

ション管理事業等の各事業部門とも好調に推移し、22,215,238千円（前期比58.0％増）と、創業来連続の増収を達

成いたしました。経常利益は、売上総利益率の改善、販売経費の節減及び借入利率の改善が寄与して1,915,401千

円（前期比52.4％増）、当期純利益は1,045,457千円（前期比46.4％増）となりました。 

(3）経営成績に重大な影響を与える要因について 

 当社グループの主たる事業は、マンションの自社開発による分譲事業であります。都心部を中心とした地価の上

昇は郊外部に波及しつつあり、売上原価の増加を招く可能性があります。また、プロジェクト資金は土地の取得に

限定しているとはいえ、金利動向や経済状況により利益圧迫要因となる可能性があります。こうした要因を回避

し、マンション分譲事業の恒常的な発展を図るため、他社マンションとの高質な差別化、良好な開発地域への多角

的展開、不動産管理、不動産流動化等の関連事業をスピーディに実行しております。 

(4）戦略的現状分析と見通し 

 当社グループでは、全体的な地価の下げ止まりと東京都心部での上昇傾向を踏まえて、豊富な土地情報ルートと

厳格な選定基準を維持しつつ、良質な地方中核都市などへの浸透を図ってまいります。すでに１号物件「シーズガ

ーデン甲府丸の内」、２号物件「シーズガーデン長野」の合わせて106戸の引渡しが順調に完了しております。当

社は採算性に富み、高い潜在需要の見込める首都圏近郊都市におけるサテライト戦略の推進を首都圏の供給と並行

して行うことにより、高収益性と高成長を両立していく計画です。 

 不動産関連事業の充実を図るため、マンション管理事業において管理棟数の増加、設備関連用品の販売及びメン

テナンスサービスの展開、介護事業において訪問介護の拡大、介護付高齢者住宅の運営、不動産流動化事業におい

て高品質賃貸マンションの開発を実現いたします。今後は、環境問題に対して企業として積極的に取組み、より健

康・環境について配慮した商品の提供及びサービスの強化を行うことで、総合ライフサポート事業の展開をしてま

いりたいと考えております。 



(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資産、負債及び資本の状況 

 総資産は、前連結会計年度に比べ8,073,648千円増加して22,976,558千円となりました。主に、竣工物件分の売

買代金の回収が進んだこと等により現金及び預金が5,633,099千円増加したこと、開発中の物件増加により仕掛販

売用不動産が1,477,319千円増加したこと等によるものであります。 

 株主資本は、前連結会計年度に比べ3,375,695千円増加して5,808,399千円となりました。主に、平成17年５月に

発行した転換社債型新株予約権付社債2,500,000千円がすべて株式に転換されたこと、当期純利益により利益剰余

金が875,789千円増加したこと等によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローにつきましては、営業活動により2,993,761千円増加し、投資活動

により580,128千円減少し、財務活動により3,218,835千円増加いたしました。この結果、現金及び現金同等物は

5,632,468千円の増加となり、期末残高は11,678,911千円（前期比93.2％増）となりました。 

 当連結会計年度における各活動別の主な要因は次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前当期純利益が1,894,921千円、仕入債務の増

加額が3,453,684千円あったこと等に対して、売上債権の増加額が402,044千円、たな卸資産の増加額が1,469,853

千円、前受金の減少額が290,897千円、法人税等の支払による減少額が563,119千円あったこと等により、差引

2,993,761千円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、定期預金の払戻による増加額が82,609千円、敷金保証金の

回収による増加額が84,843千円あったこと等に対して、定期預金積金の預入による減少額が94,614千円、有形固定

資産の取得による減少額が189,081千円、敷金保証金の支払による減少額が394,182千円、その他投資活動による減

少額が44,097千円あったこと等により、差引580,128千円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入れによる増加額が749,000千円、長期借入れによ

る増加額が4,720,000千円、転換社債の発行による増加額が2,500,000千円あったこと等に対して、短期借入金の返

済による減少額が1,009,000千円、長期借入金の返済による減少額が3,528,000千円、配当金の支払による減少額が

168,704千円、その他財務活動による減少額が44,366千円あったこと等により、差引3,218,835千円の収入となりま

した。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の内外の経済環境及び不動産業界の事業環境に配慮しつつ、入手可能な情報に基

づき最善の経営方針を立案し、遂行するよう努めておりますが、地価の上昇、大量供給が続きますと完成在庫の増

加、マンション価格の高騰等厳しい市場環境になることも予想されます。このような状況の中、当社グループは、

「顧客第一」を旨とし、「人に、地球に、未来にやさしい都市空間の創造」を行ってまいりましたが、その考えを

一歩進め、「心に、体に、地球にやさしい住まいづくり」を住宅開発のテーマとしてまいります。現在「環境」

「健康」「安全」を追求し具体化した設備を装備した「次世代型環境共生マンション」「シーズガーデン」シリー

ズ、「シーズスクエア」シリーズ、「シーズクロノス」シリーズのマンションブランドに、今後は、無垢材の床や

建具、珪藻土の壁など自然素材を多用し、より心地よい健康な住まいづくりを行ってまいります。 

 環境マネジメントシステム国際規格ISO14001認証を取得、全社で未来環境への対応に取り組んでいる他、第三者

評価機関による日本住宅性能評価基準に基づく「設計住宅性能評価」及び竣工時の性能評価である「建設住宅性能

評価」を得ております。さらに、住宅保証機構に加入し、ユーザーへの安心感を醸成してまいります。 

 財務面におきましては、資金調達の多様化を推進し、調達金利の低減化を実現しつつ、多様化する資金需要に機

敏に対応すべく金融機関とのコミットメントラインの設定等、積極的に取り組んでまいります。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減 

総資産（千円） 14,902,910 22,976,558 8,073,648 

株主資本（千円） 2,432,703 5,808,399 3,375,695 

株主資本比率（％） 16.3 25.3 － 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 特記すべき事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 上記の他、主要な賃借設備として、特定有料老人ホーム「シーハーツ柏」運営のため、当該施設の土地建物

を賃借し、当社の100％子会社であるシーズライフケア㈱に対して同施設を転貸し、事業運営を委託してお

ります。また第２号店「シーハーツ松戸」につきましては、当社で当該施設の土地建物を賃借しております

が、未開業であります。 

４ 従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

(2）国内子会社 

 特記すべき設備はございませんが、主要な賃借設備として、特定有料老人ホーム「シーハーツ柏」の土地建物

を、親会社シーズクリエイト㈱より賃借して事業運営しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 

建物 
土地 

（面積㎡） 
工具器具及
び備品 

合計 

本社 

東京都渋谷区 
事務所 131,662 

905 

(130.19) 
42,018 174,585 

  

87(－) 

合計 131,662 
905 

(130.19) 
42,018 174,585 87(－) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 500,000 

計 500,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 255,191 255,191 
東京証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 255,191 255,191 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 有償株主割当（４：３） 

２ 有償第三者割当 

割当先は、当社従業員31名、当社役員３名（田中重之、吉澤 実、佐藤冨士夫）及び高山茂樹です。 

３ 有償第三者割当 

割当先は、日本アジア投資㈱他７名です。 

４ 資本準備金の資本組入れ 

５ 有償第三者割当 

割当先は、シーズクリエイト従業員持株会です。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年５月16日 
（注）１ 

300 700 15,000 35,000 － － 

平成13年７月12日 
（注）２ 

280 980 14,000 49,000 － － 

平成13年８月４日 
（注）３ 

255 1,235 25,500 74,500 25,500 25,500 

平成14年６月27日 
（注）４ 

－ 1,235 25,500 100,000 △25,500 － 

平成15年１月31日 
（注）５ 

120 1,355 7,680 107,680 7,680 7,680 

平成15年２月４日 
（注）６ 

48 1,403 3,840 111,520 3,840 11,520 

平成15年９月25日 
（注）７ 

1,820 3,223 91,000 202,520 － 11,520 

平成15年９月25日 
（注）８ 

550 3,773 55,000 257,520 55,000 66,520 

平成15年11月７日 
（注）９ 

7,546 11,319 － 257,520 － 66,520 

平成16年２月４日 
（注）10 

2,000 13,319 204,000 461,520 298,200 364,720 

平成16年３月３日 
（注）11 

520 13,839 53,040 514,560 77,532 442,252 

平成16年７月20日 
（注）12 

27,678 41,517 － 514,560 － 442,252 

平成17年２月16日 
（注）13 

900 42,417 8,000 522,560 8,000 450,252 

平成17年５月20日 
（注）14 

169,668 212,085 － 522,560 － 450,252 

 平成17年７月８日～ 
平成17年８月４日 
  (注) 15  

43,106 255,191 1,250,041 1,772,602 1,249,958 1,700,210 

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 200,000円

資本組入額 100,000円

発行価格 128,000円

資本組入額 64,000円



６ 有償第三者割当 

割当先は、当社役員４名（田中重之、吉澤 実、佐藤冨士夫、岡田俊夫）です。 

７ 新株引受権の権利行使 

権利行使者 幸 寿（当社代表取締役） 

８ 第１回無担保転換社債の株式転換 

転換請求者 日本アジア投資㈱、JAIC-ジャパン２（エー）号投資事業組合、JAIC-ジャパン２（ビー）号投

資事業組合、ジャイク・インキュベーション一号投資事業有限責任組合 

９ 株式分割（無償交付） 

（１：３） 

平成15年11月７日付をもって１株を３株に分割しております。 

10 有償一般募集（ブックビルディング方式） 

11 グリーンシューオプション行使に伴う有償第三者割当 

12 株式分割（無償交付） 

（１：３） 

平成16年７月20日をもって１株を３株に分割しております。 

13 新株予約権権利行使 

14 株式分割（無償交付） 

（１：５） 

平成17年５月20日をもって１株を５株に分割しております。 

15  平成17年５月25日発行の第１回無担保転換社債型新株予約権付社債25億円の新株予約権がすべて権利行使さ

  れたことによるものであります。 

発行価格 160,000円

資本組入額 80,000円

発行価格 50,000円

資本組入額 50,000円

発行価格 200,000円

資本組入額 100,000円

発行価格 270,000円

引受価額 251,100円

発行価額 204,000円

資本組入額 102,000円

発行価額 204,000円

資本組入額 102,000円

発行価額 17,778円

資本組入額 8,889円



(4）【所有者別状況】 

  （注）１ 自己株式１株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

    ２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、50株含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

  （平成18年３月31日現在）

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 8 21 63 19 1 11,906 12,018 － 

所有株式数 

（株） 
－ 18,714 9,462 6,468 29,130 15 191,402 255,191 0.38  

所有株式数の

割合（％） 
－ 7.33 3.71 2.53 11.41 0.01 75.01 100.00 － 

  （平成18年３月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

幸 寿 東京都世田谷区 96,450 37.80 

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 14,620 5.73 

モルガン・スタンレーアンドカンパニ

ーインク 

（常任代理人 モルガン・スタンレー

証券会社東京支店 証券管理本部 オ

ペレーション部門 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 

10036,U.S.A 

（渋谷区恵比寿４丁目20―３） 12,687 4.97 

ビーエヌピー パリバ セキュリティー

ズ ルクセンブルグ ジャスデック セ

キュリティーズ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店 

カストディ業務部） 

23,AVENUE DE LA PORTE NEUVE L―2085 

LUXEMBOURG 

（中央区日本橋３丁目11―１） 5,000 1.96 

クレデイ スイス ルクセンブルグ エ

スエー デポジタリー バンク 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行 カストディ業務部） 

56,GRAND RUE L―1660 LUXEMBOURG 

（千代田区丸の内２丁目７―１） 
3,391 1.33 

バンク オブ ニューヨーク ジーシー

エム クライアント アカウンツ イ

ー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ

銀行 カストディ業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

（千代田区丸の内２丁目７―１） 2,980 1.17 

大和証券株式会社 千代田区大手町２丁目６番４号 2,112 0.83 

田中 重之 神奈川県川崎市麻生区 2,065 0.81 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
中央区晴海１丁目８―11 1,716 0.67 

株式会社 強力企画 
港区麻布十番１丁目７番11号麻布井上 

ビル５Ｆ 
1,640 0.64 

計 － 142,661 55.90 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が162,819株含まれており、

そのうち50株につきましては失念株式数となっております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

  該当事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 255,190 255,190 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

端株 0.38 － － 

発行済株式総数 255,191 － － 

総株主の議決権 － 255,190 － 

  （平成18年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シーズクリエイト

株式会社 

東京都渋谷区神宮前

５－52－２ 
1 － 1 0.0 

計 － 1 － 1 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

    該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

                                    平成18年６月26日 

  (注)  平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項

の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

区分  株式の種類  株式数(株)  価額の総額(円)  

 自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



３【配当政策】 

 当社グループは、株主への利益還元を経営上の重要政策の一つとして考えております。同時に現在及び将来に向け

ての事業展開や経営環境の変化に対応するために必要な内部留保の充実を図ること等を総合的に勘案し、業績に応じ

て継続的かつ安定的な配当を実施してまいりたいと考えております。 

 当連結会計年度につきましては、１株当たり920円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、当連結

会計年度の配当性向は19.0％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

お客様の多様なニーズに応える設備、開発力の向上をめざし、さらにグローバル戦略の展開を図るために有効投資し

てまいりたいと考えております。 

 また、日ごろの株主の皆様のご支援に対する感謝の御礼といたしまして、当社分譲マンションの分譲価格の割引、

健康飲料、健康食材、環境にやさしい洗剤など、健康・環境に配慮した生活関連グッズ3,000円相当の商品を贈呈す

ることを決定しております。 

 今後も安定的な配当を継続して実施し、株主の皆様の信頼を得るべく財務体質の強化と会社の成長をめざして努力

していく所存であります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 当社株式は、平成16年２月４日から日本証券業協会に店頭登録されており、それ以前の株価については記載

しておりません。なお、平成16年12月13日付をもって当社株式は日本証券業協会の登録を取消し、株式会社

ジャスダック証券取引所へ上場しております。 

２ 当社株式は、平成16年12月28日東京証券取引所市場第二部へ上場しており、平成17年３月の最高・最低株価

は東京証券取引所（市場第二部）におけるものを記載しております。 

３ 平成16年７月20日付で平成16年５月31日現在の株主に対して株式分割（１：３）を、また平成17年５月20日

付で平成17年３月31日現在の株主に対して株式分割（１：５）を行っており、第６期の最高・最低株価は、

東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

４ □印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

５ ※１は、平成16年12月12日までの日本証券業協会におけるものであります。 

６ ※２は、平成16年12月13日以降のジャスダック証券取引所におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第５期   第６期 第７期 

決算年月 平成16年３月 
  平成17年３月   

平成18年３月 
  ※１ ※２ 

最高（円） 800,000 
374,000 

□82,800 

1,270,000 

□337,000 
239,000 152,000 

最低（円） 524,000 
205,000 

□75,000 

591,000 

□192,000 
192,000 55,100 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 71,800 82,900 93,800 123,000 152,000 114,000 

最低（円） 68,000 66,500 66,400 80,000 89,000 93,500 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 
略歴 所有株式数

（株） 

代表取締役兼
社長執行役員   幸 寿 昭和31年７月15日生

昭和57年４月 ダイア建設㈱入社 

96,450 

平成６年６月 同社取締役東北支店長就任 

平成10年６月 同社常務取締役就任 

平成11年９月 当社代表取締役就任 

平成14年５月 シーズコミュニティ㈱代表取締
役就任（現任） 

平成15年７月 シーズライフケア㈱代表取締役
就任（現任） 

平成18年６月 当社代表取締役兼社長執行役員
就任（現任） 

取締役兼常務
執行役員 開発事業本部長 田中 重之 昭和30年１月23日生

昭和52年４月 丸大食品㈱入社 

2,065 

昭和54年５月 三栄不動産㈱入社 

昭和56年６月 ダイア建設㈱入社 

平成10年10月 同社第三本店第三事業部長 

平成11年９月 当社取締役開発事業本部長就任 

平成14年５月 シーズコミュニティ㈱取締役就
任（現任） 

平成15年７月 シーズライフケア㈱取締役就任
（現任） 

平成18年６月 当社取締役兼常務執行役員開発
事業本部長就任（現任） 

取締役兼執行
役員 

営業本部長 吉澤 実 昭和36年７月26日生

昭和55年４月 ㈱佐藤工務店入社 

1,325 

昭和58年１月 ダイア建設㈱入社 

平成10年４月 同社第二本店第五営業部長 

平成11年９月 当社取締役営業本部長就任 

平成14年５月 シーズコミュニティ㈱取締役就
任（現任） 

平成18年６月 当社取締役兼執行役員営業本部
長兼第一営業部長就任（現任） 

取締役兼執行
役員 

事業企画本部長 佐藤 冨士夫 昭和37年２月10日生

昭和62年４月 小川建設㈱入社 

1,015 

平成３年５月 群設計システムズ入社 

平成５年５月 山彦建設㈱入社 

平成７年４月 祥建築研究所入社 

平成８年３月 ダイア建設㈱入社 

平成11年４月 同社第三本店第三販売企画部次
長 

平成11年９月 当社取締役事業企画本部長就任 

平成14年５月 シーズコミュニティ㈱取締役就
任（現任） 

平成18年６月 当社取締役兼執行役員事業企画
本部長就任（現任） 

取締役兼執行
役員 

管理本部長 岡田 俊夫 昭和31年12月27日生

昭和54年４月 ㈱東京都民銀行入行 

665 

平成10年４月 同社本店営業部営業二部部長 

平成14年10月 同社法人営業本部副本部長 

平成14年12月 当社取締役管理本部長就任 

平成15年７月 シーズライフケア㈱取締役就任
（現任） 

平成18年６月 当社取締役兼執行役員管理本部
長兼総務部長就任（現任） 

 



 （注）監査役堀部憲司、水野政博、棟田裕幸及び内藤良祐の４名は、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関す

る法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 
略歴 所有株式数

（株） 

常勤監査役   堀部 憲司 昭和４年３月３日生

昭和59年11月 ダイア建設㈱常務取締役就任 

4 

昭和63年７月 同社専務取締役就任 

平成３年７月 同社取締役相談役就任 

平成14年10月 当社常勤監査役就任（現任） 

平成15年12月 シーズコミュニティ㈱監査役就
任（現任） 
シーズライフケア㈱監査役就任
（現任） 

監査役   水野 政博 昭和11年５月15日生

昭和35年４月 ㈱地崎工業入社 

― 

平成６年６月 同社取締役就任 

平成10年６月 チザキ機工㈱代表取締役社長就
任 

平成14年１月 当社監査役就任（現任） 

監査役   棟田 裕幸 昭和29年10月24日生

平成元年３月 公認会計士登録 

― 

平成５年３月 三優監査法人社員就任 

平成11年４月 ㈱プルータス・ベンチャーサポ
ート代表取締役（現任） 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

監査役   内藤 良祐 昭和28年９月29日生

昭和60年４月 弁護士登録 

― 
平成11年12月 あすか協和法律事務所パートナ

ー（現任） 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

      計 101,524 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

 当社では経営の効率性と健全性の両面を実現し、それを株主・投資家をはじめ他のステークホルダーなど広く社

会に説明できるように、効果的で透明なチェックシステムを働かせていきたいと考えています。特に株主と経営者

との関係については、会社の業務執行においては経営者の権限に委ねられ実行されますが、その権限は資本の出し

手であり最終的なリスク負担者である株主の信任に基づくものであるということを強く自覚してまいります。そし

て、株主・投資家・顧客・取引先・従業員・地域社会といった各ステークホルダーと常に緊張感のある関係を維持

し、国際的、社会的に理解可能な透明性の高いガバナンスシステムを構築していきたいと考えています。 

 コーポレート・ガバナンスをシステム構築していくうえで特に留意すべきことは、１．株主の権利・利益が遵守

され、株主が平等に保障される仕組みの構築、２．株主以外のステークホルダーとの権利・利益の尊重と円滑な関

係の構築が企業価値の向上に重要であり、適時適切な情報開示により企業の透明性を確保する必要があること、

３．取締役会・監査役会の機能が形骸化することの無きよう、期待された役割を十分に果たすこと、以上３点であ

ります。 

 なお、当社は、経営監視機能の充実を図るため、平成18年６月23日に開催いたしました第７期定時株主総会にお

いて、社外監査役を１名選任し、監査役を１名増員いたしました。今回弁護士資格保有の監査役を増員することに

より、経営監視体制の強化はもちろん、コンプライアンス体制、リスク管理体制等の更なる強化を実現できるもの

と期待しております。 

 さらに、変化の激しい経営環境に機敏に対応するため、業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取

締役会のチェック機能を強化できることから、執行役員制度を導入いたしました。 

 当社は、地域社会との融合を考慮し、環境・安全・健康に配慮した「オール電化」「屋上緑化」「太陽光発電」

を標準仕様で取入れた住宅開発に取組んでまいりました。環境に対する企業責任を果たすため、平成15年３月には

環境マネジメントシステム国際規格ISO14001の認証を取得、また平成18年１月には王子製紙株式会社の行うラオス

植林事業に、パートナー企業として参画しております。今後も地域社会など広く社会に向け、当社の経営姿勢を具

体的な取組みをもって示していく所存です。当社では、以下コーポレート・ガバナンスの留意事項につき取り組む

べき方向性を明示いたします。 

①株主の権利 

（議決権の尊重） 

 株主総会は、特に個人株主の方と直接接点を持てる良い機会と認識し、より多くの株主にご参加していただ

き、積極的にご意見を伺い、アカウンタビリティーを十分認識した株主総会にすべきと考えています。今後は、

議決権行使がしやすい環境として、ネットを介した議決権行使も視野に入れております。議決権行使の目的事項

である議案の説明に関しても極力分かり易い説明・表現に徹し、一般の個人株主に評価される内容にしてまいり

たいと考えております。また、集中日を避けることを視野に入れ、極力個人株主が参加し易い環境を整えること

で、おのずと発言しやすい雰囲気が作られるであろうと考えております。 

（株主への利益還元の機動的な実施） 

  当社は、長期的な株主への利益還元を重要課題の一つと考えております。同時に現在及び将来に向けての事業

展開や経営環境の変化に対応するために必要な内部留保の充実を図ること等を総合的に勘案し、業績に応じて継

続的かつ安定的な配当を実施してまいりたいと考えております。 

 当社では、配当性向20％を当面の目標とするとともに、株主優待についても当社分譲マンションの分譲価格の

割引、健康飲料・健康食材・環境健康に配慮した生活用品グッズの商品等、よりいっそう内容の充実を図り、株

主の皆様への利益還元を積極的に行うよう配慮しております。 

（既存株主の権利の侵害への配慮） 

 パブリックカンパニーとして株主の権利を実質的に保障するために、適時情報開示と公平性の確保を念頭にお

き業務運営にあたって行きたいと考えております。 



②株主の平等性 

 個々の株主を平等に扱うことは、コーポレート・ガバナンスの重要な要素であり、少数株主に対しても不利益

が生じないよう配慮しなくてはなりません。役員、社員がその立場を濫用し自己利益実現のために行動すること

は、厳に慎まなければなりません。そのために当社では、コンプライアンス体制を制度化し、インサイダー取引

規程の導入をし、定期的に勉強会の実施を行い社員教育を徹底しております。今後もコンプライアンス制度、イ

ンサイダー規程の更なるの定着化を図り、内部情報の外部者への漏洩・内部情報による自己取引を未然に防ぐこ

とを徹底し、違反者に対しては、厳しく罰する姿勢を貫いてまいりたいと考えております。また、本年６月の株

主総会決議により監査役を１名増員し、監査役会４名体制となり、これまで以上に業務内容に踏み込んだ監査を

実施する予定です。其々の職務分担に即した業務監査の実施により、相当の効果が期待できると考えておりま

す。監査役会の基本方針にもコンプライアンス体制の徹底が掲げられており、株主の平等性に反するような事象

が発生することのなきよう、厳しく監督するものと考えております。 

③コーポレート・ガバナンスにおけるステークホルダーとの関係 

 当社は、株主・顧客・取引先・従業員・地域社会の各ステークホルダーと常に緊迫感のある状況を持ち続けて

まいりたいと考えております。当社は、法人にも法人格なる人格を形成する必要があると考え、その根本をなす

ものを「信頼」と「やさしさ」であると捉えております。そして、「信頼」の示す先を株主・顧客・取引先・従

業員・地域社会と強く自覚し続けていくことを掲げております。当社の商品もそうした観点で企画開発されてお

り、創業間もない企業ではありますが、こうした企業風土は十二分に醸成されつつあると認識しております。ま

た、各ステークホルダーに対し適時適切に情報開示が行えるよう社内体制を充足してまいりたいと考えておりま

す。そして、当社を核として、各ステークホルダーが当社に信頼を寄せ、企業価値の創造を図り、健全な企業経

営を維持して行きたいと考えております。 

④情報開示と透明性 

 適時情報開示、透明性の向上からホームページのリニューアルを実施し、ＩＲ情報が入手し易いようホームペ

ージの拡充を図りました。具体的には、決算情報、適時開示情報、各種媒体に取り上げられた内容、投資家説明

会の内容について掲載しております。また、平成18年４月に社長直轄の部署である経営企画室を新設し、ＩＲ活

動をより迅速に対応できるような社内体制を整備いたしております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

（取締役会） 

 当社は創業以来、毎月１回の取締役会開催を励行し、効率性・スピード経営を意識した、取締役会を運営してま

いりました。取締役会は、知恵と創意が結集され、議論を交わす場であると考えており、現在は、常勤・非常勤の

監査役の出席を義務付けております。当期における取締役会の開催は臨時取締役会を含めて21回あり取締役の出席

率は96.8％となっております。一昨年４月より経営企画会議を制度化し、取締役会をより経営リスクの高い水準の

議論の場とし、業務執行に係る議題は経営企画会議と位置づけ分離を図りました。今後更なる業容拡大に向け、社

外取締役の採用も視野に入れ、経営チェック機能を更に強化してまいりたいと考えています。 

（経営企画会議） 

 一昨年４月に制度化し、業務執行をより機動的に対応できるよう新たに設置をいたしました。業務執行にかかわ

る議論の場を密室にすることなく、其々の議題に応じ、各関連各部署の部長・次長・課長に出席させ、活発な意見

交換の場とし、透明性を意識した会議を運営しております。原則月２回開催し、取締役会を補完する意思決定機関

と位置づけております。 

（監査役会） 

 当社の監査役会は提出日現在監査役４名で構成され、内１名が常勤監査役であります。平成16年６月の株主総会

において公認会計士・税理士の資格の有する監査役を１名、平成18年６月株主総会にて弁護士の資格を有する監査

役を１名、それぞれ増員いたしました。監査役会は４名体制となり、内部監査室、会計監査人と情報の共有化を行

い、監査内容を充足させ、取締役の職務執行を監督すべき機関として実効性を向上していく所存です。定例取締役

会には全員出席し適宜意見を述べるとともに、公平性・適法性・健全性・妥当性のチェックを励行しております。

なお、４名の監査役はいずれも社外監査役であります。常勤監査役に関しては、経営企画会議、毎週月曜の早朝業

務会議にも出席し業務の健全性を見極めるとともに、原則３ヶ月に一度監査役会を開催し、相互の活動状況の報告

を実施しております。当期における監査役会の開催は４回、出席率は100％となっております。 



（内部監査） 

 内部監査室につきましては、社長の直轄組織として１名を専任で置いております。現在半期毎に定期監査を実施

しており、日常業務における事務の堅確化をベースに業務監査に至るまで監査役・会計監査人と連携をとり都度情

報交換・意見交換を行い、効果的かつ効率的な内部監査を実践しております。 

（コンプライアンス委員会） 

 コンプライアンス全体を統括する組織として、取締役管理本部長を委員長とし、社長及び各部署の本部長で構成

されたコンプライアンス委員会を設置しており、コンプライアンスマニュアルを制定し、役員及び社員がそれぞれ

の立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるよう、研修等を通じ指導、啓蒙しておりま

す。 

 なお、コンプライアンス委員会は、原則月１回開催しており、社内におけるコンプライアンスに関する事象を横

断的に統括し、社内のコンプライアンス体制の強化を図っております。 

（会計監査） 

 平成16年６月の株主総会で会計監査人を新日本監査法人とすることが決議され、当社と同監査法人との間で商法

及び証券取引法に関する監査について監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。 

 指定社員・業務執行社員  大石 暁、荒尾泰則  以上２名 

 継続監査年数は７年未満であります。 

 なお、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補５名であります。 



※当社のコーポレート・ガバナンス体制を図式化すると以下のとおりになります。 



(3）役員報酬の内容 

(4）監査報酬の内容 

区分 
取締役 監査役 計 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 

  名 千円 名 千円 名 千円 

定款又は株主総会決議に基づく報酬 5 116,400 3 9,600 8 126,000 

利益処分による役員賞与 － － － － － － 

株主総会決議に基づく退職慰労金 － － － － － － 

計 5 116,400 3 9,600 8 126,000 

区分 報酬額（千円） 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬 
17,000 

上記以外の報酬 － 

計 17,000 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※１ 6,118,325 11,751,425 

２ 売掛金  190,778 592,822 

３ 仕掛販売用不動産 ※１ 7,691,268 9,168,587 

４ 未成工事支出金  3,465 ― 

５ 繰延税金資産  61,257 94,902 

６ 前払費用  588,642 550,057 

７ その他  27,494 46,856 

流動資産合計  14,681,230 98.5 22,204,651 96.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  34,066 144,608   

減価償却累計額  8,141 25,924 12,945 131,662 

(2）土地  905 905 

(3）その他  11,958 53,490   

減価償却累計額  4,561 7,396 11,472 42,018 

有形固定資産合計  34,226 0.2 174,585 0.8

２ 無形固定資産  2,593 0.0 19,010 0.1

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  － 10,430 

(2) 繰延税金資産   27,742 38,556 

(3）その他  157,117 530,845 

   貸倒引当金  － △1,519 

投資その他の資産合計  184,859 1.3 578,311 2.5

固定資産合計  221,679 1.5 771,907 3.4

資産合計  14,902,910 100.0 22,976,558 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  4,388,224 7,841,908 

２ 短期借入金 ※１ 420,000 160,000 

３ 一年以内償還予定の社
債 

  － 100,000 

４ 一年以内返済予定の長
期借入金 

※１ 1,510,000 4,659,000 

５ 未払法人税等  560,100 890,903 

６ 賞与引当金  44,597 58,171 

７ 前受金  715,932 425,035 

８ その他  450,171 620,805 

流動負債合計  8,089,026 54.3 14,755,824 64.2

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  100,000 － 

２ 長期借入金 ※１ 4,213,000 2,256,000 

３ 退職給付引当金  11,963 15,356 

４ 役員退職慰労引当金  56,217 70,684 

５ その他   － 70,294 

固定負債合計  4,381,180 29.4 2,412,334 10.5

負債合計  12,470,207 83.7 17,168,159 74.7

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  － － － －

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 522,560 3.5 1,772,602 7.7

Ⅱ 資本剰余金  450,252 3.0 1,700,210 7.4

Ⅲ 利益剰余金  1,459,891 9.8 2,335,680 10.2

Ⅳ 自己株式 ※４  － － △93 △0.0

資本合計  2,432,703 16.3 5,808,399 25.3

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 14,902,910 100.0 22,976,558 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  14,060,788 100.0 22,215,238 100.0 

Ⅱ 売上原価  10,608,962 75.5 17,125,048 77.1

売上総利益  3,451,825 24.5 5,090,190 22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,011,050 14.3 2,979,638 13.4

営業利益  1,440,775 10.2 2,110,552 9.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  81 49   

２ 解約没収金  7,288 20,544   

３ 開発土地一時使用料  2,032 2,000   

４ 高度人材確保助成金  5,296 －   

５ 土地売買契約解除違約
金 

 － 5,000   

６ その他  2,501 17,199 0.1 5,813 33,407 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  135,746 137,781   

２ 支払手数料  22,832 21,166   

３ 新株発行費  914 3,601   

４ 社債発行費  － 12,378   

５ 上場関連費用  27,278 7,220   

６ 工事遅延等補償  － 24,722   

７ 貸倒引当金繰入額   － 1,519   

８ その他  14,287 201,058 1.4 20,168 228,558 1.0

経常利益  1,256,916 8.9 1,915,401 8.6

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 842 842 0.0 － － －

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 2,835 2,835 0.0 20,480 20,480 0.1

税金等調整前当期純利
益 

 1,254,922 8.9 1,894,921 8.5

法人税、住民税及び事
業税 

 550,634 893,922   

法人税等調整額  △9,922 540,712 3.8 △44,458 849,463 3.8

当期純利益  714,210 5.1 1,045,457 4.7

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  442,252  450,252

Ⅱ 資本剰余金増加高   

１ 増資による新株式の発
行 

 8,000 8,000 1,249,958 1,249,958

Ⅲ 資本剰余金期末残高  450,252  1,700,210

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  794,117  1,459,891

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  714,210 714,210 1,045,457 1,045,457

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  48,436 48,436 169,668 169,668

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,459,891  2,335,680

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  1,254,922 1,894,921 

減価償却費  5,642 19,152 

賞与引当金の増加額  2,180 13,574 

退職給付引当金の増加額  2,832 3,393 

役員退職慰労引当金の増
加額 

 23,847 14,466 

貸倒引当金増加額  － 1,519 

受取利息  △81 △49 

支払利息  135,746 137,781 

支払手数料  22,832 21,166 

新株発行費  914 3,601 

上場関連費用  27,278 7,220 

社債発行費  － 12,378 

固定資産売却益  △842 － 

固定資産除却損  2,835 20,480 

売上債権の増減額  233,798 △402,044 

たな卸資産の増加額  △2,969,587 △1,469,853 

仕入債務の増加額  807,311 3,453,684 

前払費用の増減額  △197,008 38,968 

前受金の増減額  408,695 △290,897 

未払消費税等の増減額  △21,746 102,630 

その他  123,171 114,043 

小計  △137,256 3,696,137 

利息及び配当金の受取額  83 42 

利息の支払額  △143,272 △139,299 

法人税等の支払額  △398,095 △563,119 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △678,541 2,993,761 

     
 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金積金の預入によ
る支出 

 △10,104 △94,614 

定期預金の払戻による収
入 

 － 82,609 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △6,993 △189,081 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 3,190 － 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △225 △17,523 

貸付けによる支出  △2,900 － 

貸付金の回収による収入  249 2,348 

敷金保証金の回収による
収入 

 － 84,843 

敷金保証金の支出   － △394,182 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 － △10,430 

その他  △16,521 △44,097 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △33,305 △580,128 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入れによる収入  420,000 749,000 

短期借入金の返済による
支出 

 △350,000 △1,009,000 

長期借入れによる収入  5,723,000 4,720,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △3,994,000 △3,528,000 

転換社債の発行による収
入 

 － 2,500,000 

株式の発行による収入  16,000 － 

自己株式の取得による収
入  

 － △93 

配当金の支払額  △47,991 △168,704 

その他  △51,024 △44,366 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,715,984 3,218,835 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額 

 1,004,137 5,632,468 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 5,042,305 6,046,442 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 6,046,442 11,678,911 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

  

  

  

  

 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

シーズコミュニティ㈱ 

シーズライフケア㈱ 

同左 

  

  

  

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

  (1) 重要な資産の評価基準 有価証券 有価証券  

    及び評価方法  ――――――    aその他有価証券  

       時価のないもの 

          移動平均法による原価法 

  

  

たな卸資産 

ａ仕掛販売用不動産及び未成工事支出金 

個別法による原価法 

たな卸資産 

ａ仕掛販売用不動産 

同左 

  

  

ｂ貯蔵品 

最終仕入原価法 

ｂ貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  

有形固定資産 

定率法 

 ただし、建物（建物付属設備は除

く）については定額法 

有形固定資産 

同左 

  

  

  

主な耐用年数 

建物       ３～33年 

  

  

  

  

  

無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）によっております。 

無形固定資産 

同左 

  

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

新株発行費 

同左 

  

  

社債発行費 

────── 

社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 当連結会計年度においては、債権の

回収が確実であること及び過去の貸倒

実績がないこと等により計上しており

ません。 

イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた 

 め、一般債権については貸倒実績率に 

 より、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

 いては個別に回収可能性を勘案し、回 

 収不能見込み額計上しております。 

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  

  

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

に基づき当連結会計年度末に発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

  

  

ニ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため、特例処理

を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の判定を省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 なお、控除対象外消費税等について

は、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

(1）消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理  

 は、税抜方式によっております。 

  なお、控除対象外消費税等について 

 は、販売費及び一般管理費に計上して 

 おりますが、資産に係る繰延消費税等 

 については、長期前払費用に計上し、 

 ５年間で償却しております。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項はありません。 同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資であります。 

同左 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)               ―――――― (1)  当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

  準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 

  る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び 

 「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

  計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用して 

 おります。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

(2)               ―――――― (2) ①連結子会社シーズライフケア㈱の介護事業に係る 

 人件費の処理につきましては、従来販売費及び一般管 

 理費として処理しておりましたが、今後ヘルパー等の 

 現場要員の人件費の増加が見込まれることから、原価 

 管理体制の強化を図り、介護収入に対応する原価をよ 

 り適正に示すため当連結会計年度から売上原価に含め 

 て表示することといたしました。 

  なおこの変更により、従来の方法に比べ売上原価は 

 111,601千円増加し、売上総利益は同額減少しており 

 ますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純 

 利益に及ぼす影響はありません。 

                ――――――     ②ゴルフ会員権取得に係る名義変更料の処理につき 

 ましては、従来取得価額に含めておりましたが、施設  

 利用権としての資産価値をより適正に示すため、当連 

 結会計年度から営業外費用(その他)として費用処理す 

 ることといたしました。この変更により営業外費用が 

 9,076千円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純 

 利益が同額減少しております。 

  なお、当中間連結会計期間までは従来の処理によっ 

 ておりましたが、ゴルフ会員権の金額の重要性を鑑 

 み、会計処理を再検討した結果、下期において変更す 

 ることといたしました。 

  当中間連結会計期間においては変更後の処理方法を 

 採用した場合に比べ営業外費用(その他)は5,576千円少 

  なく、経常利益及び税金等調整前中間純利益は同額多 

 く計上されております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保に供している資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

仕掛販売用不動産 6,114,425千円

定期預金 11,000千円

仕掛販売用不動産 7,176,858千円

   

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 420,000千円

一年以内返済予定の長期借入

金 
1,510,000千円

長期借入金 4,213,000千円

短期借入金 160,000千円

一年以内返済予定の長期借入

金 
4,659,000千円

長期借入金 2,256,000千円

 ２ 保証債務  ２ 保証債務 

当社物件購入者等に対する住

宅ローン保証 
1,542,600千円

当社物件購入者等に対する住

宅ローン保証 
5,116,741千円

 住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金

融機関等に対する保証債務であります。 

 住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金

融機関等に対する保証債務であります。 

※３ 発行済株式数 

※４        

普通株式

―――――

42,417株 ※３ 発行済株式数 

※４ 当社が保有する自己

   あります。 

普通株式 

株式の数は 

255,191株 

普通株式１株で  

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当 428,837千円

賞与引当金繰入額 44,597千円

退職給付費用 3,725千円

役員退職慰労引当金繰入額 23,847千円

広告宣伝費 812,988千円

販売促進費 65,339千円

給料手当 530,527千円

賞与引当金繰入額 53,083千円

退職給付費用 4,882千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,466千円

広告宣伝費 1,210,817千円

販売促進費 142,083千円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２        ―――――― 

車両運搬具 842千円    

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2,636千円

その他（工具器具及び備品） 198千円

計 2,835千円

建物 17,578千円

その他（工具器具及び備品） 2,901千円

計 20,480千円

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,118,325千円

別段預金 △73千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 △71,809千円

現金及び現金同等物 6,046,442千円

現金及び預金勘定 11,751,425千円

別段預金 △699千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 △71,814千円

現金及び現金同等物 11,678,911千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産 
その他（車両
運搬具） 

11,788 1,837 9,951 

有形固定資産 
その他（工具
器具及び備
品） 

14,742 5,478 9,263 

ソフトウエア 13,684 7,366 6,318 

合計 40,215 14,682 25,533 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産 
その他（車両
運搬具） 

16,901 4,712 12,189

有形固定資産 
その他（工具
器具及び備
品） 

34,299 11,239 23,060

ソフトウエア 13,684 10,103 3,581

合計 64,886 26,055 38,830

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 8,541千円

１年超 17,634千円

合計 26,176千円

１年以内 12,535千円

１年超 27,086千円

合計 39,612千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 9,260千円

減価償却費相当額 7,944千円

支払利息相当額 1,688千円

支払リース料 13,156千円

減価償却費相当額 11,373千円

支払利息相当額 1,920千円

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

          同左 

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 非上場株式 10,430 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は金利スワップ取引

であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針及び利用目的 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動のリスク回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(2）取引に対する取組方針及び利用目的 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、特例処理を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 利用しているデリバティブ取引に係るリスクは、市

場の金利変動に係るリスクであります。 

 なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

定しているため、信用リスクはほとんどないと認識し

ております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行、管理については、取引権

限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、資金担

当部門が決裁責任者の承認を得て行っております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 金利スワップ取引を契約しておりますが、ヘッジ会計

を適用しているため、デリバティブ取引の契約額等、時

価及び評価損益の状況の記載を省略しております。 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 11,963千円

退職給付引当金 11,963千円

退職給付債務 15,356千円

退職給付引当金 15,356千円

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 3,725千円

退職給付費用 3,725千円

勤務費用 4,882千円

退職給付費用 4,882千円

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

 当社および連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しておりますので、基礎率等につ

いては記載しておりません。 

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税 38,542千円

賞与引当金 18,154千円

未払費用 2,043千円

繰越欠損金 3,942千円

小計 62,683千円

評価性引当額 △1,426千円

計 61,257千円

②固定資産  

退職給付引当金 4,867千円

役員退職慰労引当金 22,874千円

繰越欠損金 13,125千円

小計 40,867千円

評価性引当額 △13,125千円

計 27,742千円

繰延税金資産合計 88,999千円

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税 71,374千円

賞与引当金 23,684千円

未払費用 2,817千円

未払事業所税 137千円

小計 98,013千円

評価性引当額 △3,111千円

計 94,902千円

②固定資産  

退職給付引当金 6,248千円

役員退職慰労引当金 28,761千円

ゴルフ会員権名義変更料 3,236千円

貸倒引当金 309千円

繰越欠損金 63,141千円

小計 101,697千円

評価性引当額 △63,141千円

計 38,556千円

繰延税金資産合計 133,458千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

  ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に参入さ

れない項目 
0.83

住民税均等割 0.07

評価性引当額の影響 1.16

その他 0.34

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 43.09

  ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

交際費等永久に損金に参入さ

れない項目 
1.07

住民税均等割 0.16

評価性引当額の影響 2.73

その他 0.18

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 44.83



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「マンション分譲

事業」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「マンション分譲

事業」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店が存在しないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店が存在しないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高が存在しないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高が存在しないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 57,352円09銭

１株当たり当期純利益金額 17,145円66銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
16,845円77銭

１株当たり純資産額 22,761円08銭

１株当たり当期純利益金額 4,340円41銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
4,268円67銭

 当社は、平成16年７月20日付で普通株式１株につき普

通株式３株の割合で株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連

結会計年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

 当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株につき普

通株式５株の割合で株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連

結会計年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

１株当たり純資産額 42,173円79銭

１株当たり当期純利益金額 18,492円54銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 17,853円77銭

１株当たり純資産額 11,470円42銭

１株当たり当期純利益金額 3,429円13銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 3,369円15銭

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

連結損益計算書上の当期純利益 （千円） 714,210 1,045,457 

普通株式に係る当期純利益 （千円） 714,210 1,045,457 

普通株主に帰属しない金額 （千円） － ― 

普通株式の期中平均株式数 （株） 41,655 240,865 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた当期純利

益調整額 

（千円） － ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数（新株予約権） 

（株） 741 4,048 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 株式の分割 
 当社は平成17年１月28日開催の取締役会決議に基づ
き、平成17年５月20日付をもって株式の分割をいたし
ました。その概要は次のとおりであります。 
(1）分割方法 
 平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名
簿に記載された株主の所有株式を１株につき５株の
割合をもって分割いたします。 

        ――――――
  
  
  

(2）増加する株式の種類及び数
普通株式 169,668株   

(3）新株の配当起算日 
平成17年４月１日 
 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合
の前期における１株当たり情報及び当期首に行われ
たと仮定した場合の当期における１株当たり情報
は、それぞれ以下の通りとなります。 

  
  

前連結会計年度 当連結会計年度 

①１株当たり純資産額 ①１株当たり純資産額 

8,434円76銭 11,470円42銭 

②１株当たり当期純利益
金額 

②１株当たり当期純利益
金額 

3,698円51銭 3,429円13銭 

③潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

③潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

3,570円76銭 3,369円15銭 

    

    

    

    

    

    

    

２ 社債の発行 
 当社は平成17年５月９日開催の取締役会において下
記のとおり第１回無担保転換社債型新株予約権付社債
の発行を決議し、平成17年５月25日に払込が完了いた
しました。 

        ――――――  
  

(1）社債の種類  無担保転換社債 
(2）発行価格   額面100円につき100円 
(3）発行総額   25億円 
(4）利率     ― 
(5）償還期日   平成19年５月25日 
(6）発行日    平成17年５月25日 
(7）資金の使途  運転資金 
(8）償還方法 
①本社債は、平成19年５月25日にその総額を償還す
る。ただし、繰上償還に関しては、本号②乃至④
に定めるところによる。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

②当社は、当社が株式交換または株式移転により他
の会社の完全子会社となることを当社の株主総会
で決議した場合、本新株予約権付社債の社債権者
に対して、償還日から30日以上60日以内の事前通
知を行った上で、当該株式交換または株式移転の
効力発生日以前に、その時点において未償還の本
社債の全部（一部は不可）を額面100円につき次の
金額で繰上償還する。 
平成17年５月26日から平成18年５月25日までの期
間については金101円 
平成18年５月26日から平成19年５月25日までの期
間については金100円 

  
  

③当社は、平成17年５月26日以降、その選択によ
り、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還
日から30日以上60日以内の事前通知を行った上
で、その時点において未償還の本社債の全部（一
部は不可）を繰上償還できる。この場合の償還価
額は本社債の額面100円につき金100円とする。 
④本新株予約権付社債の社債権者は、平成17年５月
26日以降、その選択により、当社に対して償還日
から30日以上60日以内の事前通知を行い、かつ当
社の定める請求書に繰上償還を請求しようとする
本社債を表示し、請求の年月日等を記載してこれ
に記名捺印した上、繰上償還を請求しようとする
本新株予約権付社債券を添えて財務代理人に提出
することにより、その保有する本社債の全部また
は一部を繰上償還することを、当社に対して請求
する権利を有する。この場合の償還価額は本社債
の額面100円につき金100円とする。登録をした本
新株予約権付社債に係る本社債の繰上償還を当社
に対して請求する場合は、本新株予約権付社債券
の提出は不要であり、当社の定める請求書に繰上
償還を請求しようとする本社債を表示し、請求の
年月日を記載してこれに記名捺印した上、第10項
記載の登録機関を経由して、これを財務代理人に
提出することができる。 
⑤償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その
前銀行営業日にこれを繰り上げる。 
⑥本新株予約権付社債の買入および当該本新株予約
権付社債に係る本社債の消却は、発行日の翌日以
降いつでも行うことができる。ただし、当該本新
株予約権付社債に係る本新株予約権のみを消却す
ることはできない。当該本新株予約権付社債に係
る本社債を消却する場合、当社は当該本新株予約
権付社債に係る本新株予約権につき、その権利を
放棄するものとする。 

 なお、新株予約権等の内容の詳細については、第４
「提出会社の状況」１「株式等の状況」の中の(2）
「新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ (  )内書は、１年以内の償還予定額であります。  

     ２ 連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

シーズクリエイト㈱ 第一回無担保社債 
平成年月日 

15.８.11 

100,000

 

100,000

 (100,000)
0.51 無担保社債 

平成年月日 

18.８.11 

合計 － － 
100,000

 

100,000

 (100,000)
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

100,000 ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 420,000 160,000 1.88 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,510,000 4,659,000 1.59 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く） 
4,213,000 2,256,000 1.62 

平成19年４月27日～ 

平成19年６月29日 

合計 6,143,000 7,075,000 － － 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

2,256,000 ― ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※１   6,047,249     11,385,883   

２ 売掛金     173,853     549,391   

３ 仕掛販売用不動産 ※１   7,691,268     9,168,587   

４ 未成工事支出金     3,465     ―   

５ 貯蔵品     5,009     1,009   

６ 前払費用     588,651     549,306   

７ 繰延税金資産     56,664     93,569   

８ 立替金     7,148     ―   

９ その他     13,250     41,470   

流動資産合計     14,586,560 97.7   21,789,218 94.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1）建物   34,066     144,608     

減価償却累計額   8,141 25,924   12,945 131,662   

(2）工具器具及び備品   11,958     53,490     

減価償却累計額   4,561 7,396   11,472 42,018   

(3）土地     905     905   

有形固定資産合計     34,226 0.2   174,585 0.8 

２ 無形固定資産               

(1）電話加入権     149     149   

(2）ソフトウェア     2,368     18,785   

無形固定資産合計     2,518 0.0   18,934 0.1 

３ 投資その他の資産               

(1）投資有価証券     ―     10,430   

(2) 関係会社株式      120,000     470,000   

(3）出資金     30     30   

(4) 破産更生債権等     ―     1,520   

(5）長期前払費用     892     2,527   

(6) 繰延税金資産     27,742     38,484   

(7) 敷金保証金     95,560     404,898   

(8) 保険積立金     41,368     63,123   

(9）その他     19,257     54,464   

     貸倒引当金     ―     △1,519   

投資その他の資産合計     304,851 2.1   1,043,959 4.5 

固定資産合計     341,596 2.3   1,237,479 5.4 

資産合計     14,928,156 100.0   23,026,698 100.0 

                

 



    
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     3,680,842     7,354,318   

２ 買掛金     702,914     472,862   

３ 短期借入金 ※１   420,000     160,000   

４ 一年以内償還予定の社

債 
    ―     100,000   

５ 一年以内返済予定の長

期借入金 
※１   1,510,000     4,659,000   

６ 未払金     286,643     229,522   

７ 未払費用     21,865     34,932   

８ 未払法人税等     559,740     886,272   

９ 未払消費税等     －     101,471   

10 前受金     715,932     425,035   

11 預り金     133,040     235,110   

12 賞与引当金     40,023     49,632   

流動負債合計     8,071,003 54.1   14,708,158 63.9 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     100,000     ―   

２ 長期借入金 ※１   4,213,000     2,256,000   

３ 退職給付引当金     11,963     15,356   

４ 役員退職慰労引当金     56,217     70,507   

５ その他     ―     5,931   

固定負債合計     4,381,180 29.3   2,347,794 10.2 

負債合計     12,452,183 83.4   17,055,953 74.1 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   522,560 3.5   1,772,602 7.7 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     450,252     1,700,210   

資本剰余金合計     450,252 3.0   1,700,210 7.4 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 当期未処分利益     1,503,160     2,498,026   

利益剰余金合計     1,503,160 10.1   2,498,026 10.8 

Ⅳ 自己株式  ※３    ― ―   △93 △0.0 

資本合計     2,475,973 16.6   5,970,745 25.9 

負債及び資本合計     14,928,156 100.0   23,026,698 100.0 

                



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１ マンション分譲売上高   13,645,525     21,401,895     

２ その他売上高   308,510 13,954,035 100.0 572,207 21,974,102 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ マンション分譲売上原
価 

  10,311,095     16,504,436     

２ その他売上原価   244,751 10,555,846 75.6 425,442 16,929,879 77.0 

売上総利益     3,398,188 24.4   5,044,223 23.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,936,149 13.9   2,820,427 12.9 

営業利益     1,462,038 10.5   2,223,795 10.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   80     49     

２ 解約没収金   7,288     20,544     

３ 開発土地一時使用料   2,032     2,000     

４ 高度人材確保助成金   5,296     ―     

５ 土地売買契約解除違約
金 

  －     5,000     

６ その他   2,499 17,196 0.1 4,149 31,742 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   135,237     137,271     

２ 社債利息   508     510     

３ 支払手数料   22,832     21,166     

４ 新株発行費   714     3,301     

５ 社債発行費   －     12,378     

６ 上場関連費用   27,278     7,220     

７ 工事遅延等補償   －     24,722     

８ 貸倒引当金繰入額    －     1,519     

９ その他   14,213 200,783 1.5 19,918 228,008 1.0 

経常利益     1,278,451 9.1   2,027,530 9.2 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 842 842 0.0 － － － 

                

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※３ 2,835 2,835 0.0 20,480 20,480 0.1 

税引前当期純利益     1,276,457 9.1   2,007,049 9.1 

法人税、住民税及び事
業税 

  550,274     890,162     

法人税等調整額   △14,378 535,896 3.8 △47,646 842,516 3.8 

当期純利益     740,561 5.3   1,164,533 5.3 

前期繰越利益     762,599     1,333,492   

当期未処分利益     1,503,160     2,498,026   

                



売上原価明細書 

① マンション分譲売上原価 

② その他売上原価 

 （注） 当社の原価計算方法は、個別原価計算によっております。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 用地費  4,284,521 41.6 4,846,859 29.4

Ⅱ 外注費  5,701,373 55.3 11,038,103 66.9

Ⅲ 経費  325,200 3.1 619,473 3.7

合計   10,311,095 100.0 16,504,436 100.0 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

 Ⅰ 用地費  
  
  

                －    －             41,839  9.8 

Ⅱ 外注費  244,751 100.0 383,603 90.2

合計   244,751 100.0 425,442 100.0 



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
     平成17年６月21日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 

  平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,503,160  2,498,026

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  169,668 169,668 234,774 234,774

Ⅲ 次期繰越利益  1,333,492  2,263,251

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2)         ―――――  

  

(2) 有価証券 

  その他の有価証券 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）仕掛販売用不動産及び未成工事支出

金 

個別法による原価法 

(1）仕掛販売用不動産 

同左 

  

  

(2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

  

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物付属設備は除

く）については、定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   ３～33年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

    支出時に全額費用として処理してお 

 ります。 

(1）新株発行費 

         同左 

  

  

(2）        ――――― 

      

(2）社債発行費 

  支出時に全額費用として処理してお 

 ります。 

５ 引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 当事業年度においては、債権の回収

が確実であること及び過去の貸倒実績

がないこと等により計上しておりませ

ん。 

(1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた 

 め、一般債権については貸倒実績率に 

 より、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

 いては個別に回収可能性を勘案し、回 

 収不能見込額を計上しております。 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務に基

づき、当事業年度末に発生していると

認められる額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支払に備

えるため内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため、特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

(3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の判定を省略

しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

 なお、控除対象外消費税等について

は、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

(1）消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は 

 税抜方式によっております。 

  なお、控除対象外消費税等について 

 は、販売費及び一般管理費に計上して 

 おりますが、資産に係る繰延消費税等 

 については長期前払費用に計上し、５ 

 年間で償却しております。 



会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)               ―――――― (1)   当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基 

    準」((固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 

    る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及 

    び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

    業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適 

   用しております。これによる損益に与える影響はあ 

   りません。 

(2)               ―――――― (2)   ゴルフ会員権取得に係る名義変更料の処理につき 

  ましては、従来取得価額として処理しておりました 

  が、施設利用権としての資産価値をより適正に示す 

  ため、当事業年度から営業外費用(その他)として費 

  用処理することといたしました。この変更により営 

  業外費用が9,076千円増加し、経常利益及び税引前当 

  期純利益が同額減少しております。 

   なお、当中間会計期間までは従来の処理によって 

  おりましたが、ゴルフ会員権の金額の重要性を鑑み 

  会計処理を再検討した結果、下期において変更する 

  ことといたしました。 

   当中間会計期間においては変更後の処理方法を採 

  用した場合に比べ営業外費用は5,576千円少なく、経 

  常利益及び税引前中間純利益は同額多く計上されて 

  おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

仕掛販売用不動産 6,114,425千円

定期預金 11,000千円

仕掛販売用不動産 7,176,858千円

   

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 420,000千円

一年以内返済予定の長期借入

金 
1,510,000千円

長期借入金 4,213,000千円

短期借入金 160,000千円

一年以内返済予定の長期借入

金 
4,659,000千円

長期借入金 2,256,000千円

※２ 会社が発行する株式 普通株式 50,400株

発行済株式数 普通株式 42,417株

※３  

  

――――   

※２ 会社が発行する株式 普通株式 500,000株

発行済株式数 普通株式 255,191株

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式１株で

あります。 

 ４ 保証債務  ４ 保証債務 

当社物件購入者等に対する住

宅ローン保証 
1,542,600千円

当社物件購入者等に対する住

宅ローン保証 
5,116,741千円

住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金

融機関等に対する保証債務であります。 

住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金

融機関等に対する保証債務であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員報酬 120,300千円

給料手当 392,015千円

広告宣伝費 810,131千円

販売促進費 65,339千円

賞与引当金繰入額 40,023千円

退職給付費用 3,725千円

役員退職慰労引当金繰入額 23,847千円

減価償却費 5,642千円

役員報酬 126,000千円

給料手当 496,463千円

広告宣伝費 1,191,263千円

販売促進費 142,083千円

賞与引当金繰入額 49,632千円

退職給付費用 4,882千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,290千円

減価償却費 19,152千円

 おおよその割合  おおよその割合 

販売費 45.6％

一般管理費 54.4％

販売費 47.6％

一般管理費 52.4％

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２        ―――――― 

車両運搬具 842千円    

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物 2,636千円

工具器具及び備品 198千円

計 2,835千円

建物 17,578千円

工具器具及び備品 2,901千円

計 20,480千円



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 11,788 1,837 9,951 

工具器具及び
備品 

14,742 5,478 9,263 

ソフトウェア 6,987 5,357 1,630 

合計 33,518 12,672 20,845 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 11,788 4,286 7,501

工具器具及び
備品 

34,299 11,239 23,060

ソフトウェア 6,987 6,754 232

合計 53,075 22,280 30,794

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 7,218千円

１年超 14,209千円

合計 21,427千円

１年以内 10,243千円

１年超 21,208千円

合計 31,451千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,854千円

減価償却費相当額 6,604千円

支払利息相当額 1,580千円

支払リース料 11,267千円

減価償却費相当額 9,607千円

支払利息相当額 1,735千円

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価

保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

          同左 

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 (減損損失について) 

    リース資産に按分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 子会社及び関係会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

  子会社及び関係会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税 38,542千円

賞与引当金 16,285千円

未払費用 1,836千円

計 56,664千円

②固定資産  

退職給付引当金 4,867千円

役員退職慰労引当金 22,874千円

計 27,742千円

繰延税金資産合計 84,407千円

（繰延税金資産）  

①流動資産  

未払事業税 70,821千円

賞与引当金 20,195千円

未払費用 

未払事業所税  

2,415千円

137千円

計 93,569千円

②固定資産  

退職給付引当金 6,248千円

役員退職慰労引当金 

ゴルフ会員権名義変更料 

貸倒引当金 

28,689千円

3,236千円

309千円

計 38,484千円

繰延税金資産合計 132,053千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 58,372円19銭

１株当たり当期純利益金額 17,778円26銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
17,467円29銭

１株当たり純資産額 23,397円25銭

１株当たり当期純利益金額 4,834円78銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
4,754円86銭

 当社は、平成16年７月20日付で普通株式１株につき普

通株式３株の割合で株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

 当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株につき普

通株式５株の割合で株式分割を行っております。なお、

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額 42,581円30銭

１株当たり当期純利益金額 19,042円70銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
18,384円94銭

１株当たり純資産額 11,674円44銭

１株当たり当期純利益金額 3,555円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
3,493円46銭

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

損益計算書上の当期純利益 （千円） 740,561 1,164,533 

普通株式に係る当期純利益 （千円） 740,561 1,164,533 

普通株主に帰属しない金額 （千円） － － 

普通株式の期中平均株式数 （株） 41,655 240,865 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた当期純利

益調整額 

（千円） － － 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数（新株予約権） 

（株） 741 4,048 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 株式の分割 

 当社は平成17年１月28日開催の取締役会決議に基づ

き、平成17年５月20日付をもって株式の分割をいたし

ました。その概要は次のとおりであります。 

(1）分割方法 

 平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載された株主の所有株式を１株につき５株の

割合をもって分割いたします。 

           ―――――― 

  

  

  

(2）増加する株式の種類及び数 

普通株式 169,668株 

  

  

(3）新株の配当起算日 

平成17年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における１株当たり情報

は、それぞれ以下の通りとなります。 

  

  

  

前事業年度 当事業年度 

①１株当たり純資産額 ①１株当たり純資産額 

8,516円26銭 11,674円44銭 

②１株当たり当期純利益
金額 

②１株当たり当期純利益
金額 

3,808円55銭 3,555円65銭 

③潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

③潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

3,676円99銭 3,493円46銭 

    

    

    

    

    

    

    

２ 社債の発行 

 当社は平成17年５月９日開催の取締役会において下

記のとおり第１回無担保転換社債型新株予約権付転換

社債の発行を決議し、平成17年５月25日に払込が完了

しました。 

         ―――――― 

  

(1）社債の種類  無担保転換社債   

(2）発行価格   額面100円につき100円   

(3）発行総額   25億円   

(4）利率     ―   

(5）償還期日   平成19年５月25日   

(6）発行日    平成17年５月25日   

(7）資金の使途  運転資金   

(8）償還方法 

①本社債は、平成19年５月25日にその総額を償還す

る。ただし、繰上償還に関しては、本号②乃至④

に定めるところによる。 

  

  

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

②当社は、当社が株式交換または株式移転により他

の会社の完全子会社となることを当社の株主総会

で決議した場合、本新株予約権付社債の社債権者

に対して、償還日から30日以上60日以内の事前通

知を行った上で、当該株式交換または株式移転の

効力発生日以前に、その時点において未償還の本

社債の全部（一部は不可）を額面100円につき次の

金額で繰上償還する。 

平成17年５月26日から平成18年５月25日までの期

間については金101円 

平成18年５月26日から平成19年５月25日までの期

間については金100円 

  

  

  

③当社は、平成17年５月26日以降、その選択によ

り、本新株予約権付社債の社債権者に対して償還

日から30日以上60日以内の事前通知を行った上

で、その時点において未償還の本社債の全部（一

部は不可）を繰上償還できる。この場合の償還価

額は本社債の額面100円につき金100円とする。 

  

④本新株予約権付社債の社債権者は、平成17年５月

26日以降、その選択により、当社に対して償還日

から30日以上60日以内の事前通知を行い、かつ当

社の定める請求書に繰上償還を請求しようとする

本社債を表示し、請求の年月日等を記載してこれ

に記名捺印した上、繰上償還を請求しようとする

本新株予約権付社債券を添えて財務代理人に提出

することにより、その保有する本社債の全部また

は一部を繰上償還することを、当社に対して請求

する権利を有する。この場合の償還価額は本社債

の額面100円につき金100円とする。登録をした本

新株予約権付社債に係る本社債の繰上償還を当社

に対して請求する場合は、本新株予約権付社債券

の提出は不要であり、当社の定める請求書に繰上

償還を請求しようとする本社債を表示し、請求の

年月日を記載してこれに記名捺印した上、第10項

記載の登録機関を経由して、これを財務代理人に

提出することができる。 

  

⑤償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その

前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

  

⑥本新株予約権付社債の買入および当該本新株予約

権付社債に係る本社債の消却は、発行日の翌日以

降いつでも行うことができる。ただし、当該本新

株予約権付社債に係る本新株予約権のみを消却す

ることはできない。当該本新株予約権付社債に係

る本社債を消却する場合、当社は当該本新株予約

権付社債に係る本新株予約権につき、その権利を

放棄するものとする。 

  

 なお、新株予約権等の内容の詳細については、第４

「提出会社の状況」１「株式等の状況」の中の(2）

「新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 前期末残高、当期増加額、当期減少額及び当期末残高は取得価額によって記載しております。       

    ２ 当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。             

３ 当期減少額は、本社の移転に伴う固定資産除却によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 34,066 132,822 22,280 144,608 12,945 9,506 131,662 

工具器具及び備品 11,958 46,062 4,530 53,490 11,472 8,540 42,018 

土地 905 ― ― 905 ― ― 905 

有形固定資産計 46,930 178,885 26,811 199,003 24,418 18,046 174,585 

無形固定資産               

電話加入権 149 ― ― 149 ― ― 149 

ソフトウェア 2,601 17,523 ― 20,124 1,339 1,106 18,785 

無形固定資産計 2,750 17,523 ― 20,274 1,339 1,106 18,934 

長期前払費用 4,040 3,124 3,920 3,244 716 1,489 2,527 

資産の種類 内容 金額(千円) 

建物 事務所改装工事  67,852 

建物 高齢者住宅施設改装工事 64,969 

工具器具備品  事務所備品 8,880 

工具器具備品  高齢者住宅施設備品 37,182 



【資本金等明細表】 

   (注) １ 平成17年５月25日発行の第１回無担保転換社債型新株予約権付社債2,500,000千円の新株予約権がすべて権

利行使されたことにより、発行済株式数43,106株、資本金1,250,041千円、資本準備金1,249,958千円増加し

ております。 

      ２ 上記１の他、平成17年５月20日に株式１株を５株に株式分割(42,417株→212,085株)したことにより発行済

株式数が169,668株増加しております。 

      ３ 自己株式１株を取得し、当事業年度末現在において保有しております。 

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（注）１ （千円） 522,560 1,250,041 ― 1,772,602 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１、２ （株） (42,417) （212,774） （―） （255,191）

普通株式（注）１ （千円） 522,560 1,250,041 ― 1,772,602 

計 （株） (42,417) （212,774） （―） （255,191）

計 （千円） 522,560 1,250,041 ― 1,772,602 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金           

株式払込剰余金 

（注）１ 
（千円） 450,252 1,249,958 ― 1,700,210 

計 （千円） 450,252 1,249,958 ― 1,700,210 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 ― 1,519 ― ― 1,519 

賞与引当金 40,023 49,632 40,023 ― 49,632 

役員退職慰労引当金 56,217 14,290 ― ― 70,507 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

①前期繰越 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

②当期発生分 

 （注）１ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

２ 当期末残高のうち、滞留期間１ヶ月以内のものは548,206 千円であります。 

区分 金額（千円） 

現金 2,339 

預金の種類 

当座預金 94,129 

普通預金 11,216,900 

別段預金 699 

定期預金 71,814 

計 11,383,543 

合計 11,385,883 

相手先 金額（千円） 

一般顧客 549,391 

計 549,391 

  （単位：千円）

区分 期首残高 
当期回収高 

当期末残高
１ヶ月以内 ２ヶ月以内 ３ヶ月以内 ４ヶ月以内 ４ヶ月超 

マンション分譲事業 130,300 80,300 5,000 45,000 － － － 

その他事業 43,553 37,226 2,497 2,051 215 861 699 

計 173,853 117,526 7,497 47,051 215 861 699 

  （単位：千円）

区分 当期発生高 
当期回収高 

当期末残高
１ヶ月以内 ２ヶ月以内 ３ヶ月以内 ４ヶ月以内 ４ヶ月超 

マンション分譲事業 1,147,354 600,473 135,530 10,000 － － 401,351 

その他事業 195,940 46,024 1,784 155 635 － 147,341 

計 1,343,294 646,497 137,314 10,155 635 － 548,692 



ｃ 仕掛販売用不動産 

d 貯蔵品 

物件名 金額（千円） 

面積（㎡） 
（面積は土地だけであり、
建物は含まれておりませ
ん。） 

祐天寺（不動産流動化事業） 1,909,357 2,421.24 

シーズガーデングリーンパティオ 1,524,267 6,620.28 

シーズガーデン多摩矢野口 1,176,915 2,944.76 

シーズガーデン甲府宝 1,035,036 4,022.42 

シーズガーデン高崎高砂町 659,465 3,658.23 

シーズガーデン水戸三の丸 419,980 1,449.25 

上石神井(不動産流動化事業) 390,994 532.44 

シーズガーデン八王子北野 351,251 1,388.26 

シーズガーデン高崎問屋町 328,262 1,562.54 

シーズスクエア平塚 244,041 603.97 

シーズガーデン足利 218,566 3,801.77 

シーズガーデン水戸新原 212,782 2,590.46 

シーズガーデン高幡不動 201,677 1,216.02 

シーズガーデン甲府昭和 193,026 1,737.90 

シーズガーデンつくば 178,683 1,515.06 

シーズガーデン太田 124,279 1,605.70 

計 9,168,587 37,670.30 

区分 金額（千円） 

次世代磁気活水器 64 

印紙、切手 944 

計 1,009 



② 負債の部 

ａ 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

ｂ 買掛金 

相手先 金額（千円） 

斎藤工業㈱ 1,883,175 

東鉄工業㈱ 1,239,695 

㈱志多組 1,038,240 

多田建設㈱ 817,635 

佐藤工業㈱  679,350 

埼玉建興㈱ 557,650 

㈱早野組 483,000 

今井産業㈱ 462,892 

㈱吉原組  92,466 

㈱レトロ企画  75,737 

エム・ケー㈱ 20,697 

その他 3,780 

計 7,354,318 

期日 金額（千円） 

平成18年４月 763,864 

平成18年５月 871,091 

平成18年６月 40,317 

平成18年７月 5,679,045 

計 7,354,318 

相手先 金額（千円） 

㈱吉原組 125,707 

㈱グリーンジャパン 106,034 

㈱早野組 39,281 

斎藤工業㈱ 36,207 

㈱ジェーエヌエス 30,660 

佐藤工業㈱ 24,465 

多田建設㈱ 17,176 

㈱志多組 16,558 

㈱USEN  14,710 

㈱JOIN建築設計事務所 10,872 

その他  51,189 

計 472,862 



ｃ 一年以内返済予定の長期借入金 

ｄ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 1,655,000 

㈱三井住友銀行 1,422,000 

㈱三菱東京UFJ銀行 600,000 

みずほ信託銀行㈱ 340,000 

㈱群馬銀行  280,000 

㈱常陽銀行  195,000 

㈱山梨中央銀行  167,000 

計 4,659,000 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京UFJ銀行 822,000 

㈱山梨中央銀行 770,000 

㈱常陽銀行 274,000 

㈱八千代銀行 230,000 

㈱あおぞら銀行 160,000 

計 2,256,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１ 当社は商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

２ 当社は平成16年11月９日開催の取締役会決議により、毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載

された１株以上の株式を保有する株主を対象に、株主優待制度を設けております。 

３ 平成18年５月23日開催の取締役会決議により、平成18年６月24日から株主名簿管理人及び端株原簿名義書換

代理人を住友信託銀行株式会社から中央三井信託銀行株式会社に変更しております。 

４ 平成18年６月23日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりと

なりました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によるこ

とができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

      http://www.cscreate.co.jp/kessan/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社  全国各支店 

日本証券代行株式会社    本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 あり 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 訂正報告書 

     平成16年６月29日に提出した第５期有価証券報告書及び平成16年12月14日に提出した第６期半期報告書に係 

     る訂正報告書 

       平成17年４月25日 関東財務局長に提出 

(2) 有価証券届出書及びその添付書類 

        第１回無担保転換社債型新株予約権付社債発行 

       平成17年５月９日 関東財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書及びその添付書類 

        事業年度（第６期）自平成16年４月１日至平成17年３月31日 

       平成17年６月22日 関東財務局長に提出 

(4) 半期報告書 

        事業年度（第７期中）自平成17年４月１日至平成17年９月30日 

       平成17年12月20日 関東財務局長に提出 

(5) 訂正報告書 

        平成17年６月23日に提出した第６期有価証券報告書に係る訂正報告書 

       平成18年４月20日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月22日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 橋本 登志雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 荒尾 泰則   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シーズクリエイト株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

シーズクリエイト株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成17年５月20日付をもって株式の分割をした。 

２ 重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成17年５月９日開催の取締役会において、第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の発行を決議し、平成17年５月25日に払込が完了した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月26日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 荒尾 泰則   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シーズクリエイト株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

シーズクリエイト株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月22日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 橋本 登志雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 荒尾 泰則   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シーズクリエイト株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

シーズクリエイト株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成17年５月20日をもって株式の分割をした。 

２ 重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成17年５月９日開催の取締役会において、第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の発行を決議し、平成17年５月25日に払込が完了した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月26日

シーズクリエイト株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大石 暁    印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 荒尾 泰則   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シーズクリエイト株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

シーズクリエイト株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 
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